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序     文 
 

タンザニア連合共和国（以下、「タンザニア」と記す）のエイズ問題は深刻であり、同国の社会

経済発展における最大の問題のひとつとなっています。これに対して、タンザニアは、大統領の

力強いイニシアティブのもとエイズ対策に取り組んでいますが、並行して推し進められている「保

健セクター改革」及び「地方自治改革」において、県への保健行政上の権限委譲が進められてお

り、中央政府がより強く州・県を指導・支援し、関係機関と調整する能力をもつことが必要とな

っています。タンザニア国政府は、保健社会福祉省のなかで保健セクターのエイズ対策を中核的

に進めている国家エイズ対策プログラム（National AIDS Control Programme：NACP）の組織能力強

化を通じたエイズ対策協力を日本政府に要請し、これを受け独立行政法人国際協力機構（JICA）

は、技術協力「HIV感染予防のための組織強化プロジェクト」を2006年3月から4カ年にわたって実

施することとなりました。 

協力開始後3年目を迎えるにあたり、本プロジェクトの進捗状況や現状を把握し、同国のプロジ

ェクト関係者や派遣専門家に対し必要な提言を行うとともに、必要に応じて活動計画を見直し、

今後のプロジェクトの方向性を検討することを目的として、JICAはタンザニア国側と合同で、2008

年2月に中間評価調査を行いました。 

本報告書は、同調査の結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクト展開に広く活用さ

れることを期待いたします。 

ここに、本調査にご協力いただいた両国関係者の方々に深い謝意を表すとともに、プロジェク

トの発展に向けて、引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成20年3月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 西脇 英隆 
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AIDS Acquired Immune Deficiency Syndrome 後天性免疫不全症候群 

AMREF African Medical and Research Foundation アフリカ医学研究財団 

ARV Antiretroviral 抗HIV薬 

CDC The Centers for Disease Control and Prevention 米国疾病対策センター 

CHMT Council Health Management Team 県保健局 

CSS Counseling and Social Support カウンセリング・社会サポート

C/P Counterpart カウンターパート 

DPS Directorate of Preventive Services タンザニア保健社会福祉省予防

サービス局 

GFATM The Global Fund to fight against AIDS, Tuberculosis 

and Malaria 

世界エイズ・結核・マラリア対

策基金 

HIV Human Immunodeficiency Virus ヒト免疫不全ウイルス 

HMIS Health Management Information System 保健情報システム 

IEC Information, Education, Communication 情報、教育、コミュニケーショ

ン 

JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

MDGs Millennium Development Goals ミレニアム開発目標 

M&E Monitoring and Evaluation モニタリング・評価 

M/M Minutes of Meetings 協議議事録（ミニッツ） 

MOHSW Ministry of Health and Social Welfare タンザニア保健社会福祉省 

MTEF Medium Term Expenditure Framework 中期予算枠組み 

NACP National AIDS Control Programme 国家エイズ対策プログラム 

NGO Non-Govermental Organaization 非政府組織 

NORAD The Norwegian Agency for Development Cooperation ノルウェー開発協力庁 

NMSF The National Multi-sectoral Strategic Framework on 

HIV/AIDS 

タンザニア国家多セクター

HIV/エイズ戦略枠組み 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

OR Operational Research オペレーショナルリサーチ 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マト

リックス 

PITC Provider Initiated Testing and Counseling 医療従事者主導のHIV検査・カ

ウンセリング 



 

 

PMO-RALG Prime Minister’s Office–Regional Administration 
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タンザニア首相府地方自治庁 

PO Plan of Operation 活動計画表 

RACC Regional AIDS Control Coordinator 州エイズ対策コーディネーター

R/D Record of Discussions 討議議事録 

RHMT Regional Health Management Team 州保健局 

RMO Regional Medical Officer 州医務官 

SIDA The Swedish International Development Cooperation 
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STI Sexually Transmitted Infections 性感染症 

TACAIDS Tanzanian Commission for AIDS タンザニア国家エイズ委員会 

TOR Terms of Reference タームズ・オブ・レファレンス

Tsh Tanzania Shilling タンザニアシリング 

TWG Technical Working Group 技術作業部会 

UNAIDS The Joint United Nations Programme on HIV/AIDS 国連合同エイズ計画 

UNFPA United Nations Population Fund 国連人口基金 

USAID United States Agency for International Development 米国国際開発庁 

VCT Voluntary Counseling and Testing 自発的カウンセリング及びHIV

検査 
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評価調査結果要約表 
 

１ 案件の概要 

国名：タンザニア連合共和国 案件名： 

（和）HIV感染予防のための組織強化プロジェクト 

（英）Project for Institutional Capacity Strengthening for 

HIV Prevention 

分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部第四グループ感染

症対策チーム 

協力金額（評価時点）：3億7,000万円 

先方関係機関：保健社会福祉省国家エイズ対策プログ

ラム 

日本側協力機関： 

協力期間 

 

2006年3月29日～2010年3月

28日 

他の関連協力： 

無償資金協力「HIV/AIDS対策計画」（2005～07年、計

9億900万円） 

青年海外協力隊「エイズ対策」隊員（2007年7月現在で

7名） 

１－１ 協力の背景と概要 

タンザニア連合共和国（以下、「タンザニア」と記す）のエイズ問題は深刻であり、国の社会

経済発展における最大の問題の1つである。2006年の国連合同エイズ計画（The Joint United 

Nations Programme on HIV/AIDS：UNAIDS）の報告では15～49歳人口の6.5％がHIV陽性で、エイ

ズによる死亡は14万人にのぼる。また、性感染症（Sexually Transmitted Infections：STI）の発生

率も高い。 

タンザニアのエイズ対策は、2001年に首相府に設立されたタンザニア国家エイズ委員会

（Tanzanian Commission for AIDS：TACAIDS）がセクター間の調整を行い、保健社会福祉省

（Ministry of Health and Social Welfare：MOHSW）では国家エイズ対策プログラム（National AIDS 

Control Programme：NACP）が中心となって推進しているが、HIV/エイズ関連サービスの質、モ

ニタリング・評価体制、指導体制等の標準化に大きな問題を抱えている。また、タンザニアの

保健分野におけるセクターワイドアプローチや地方分権化を踏まえつつ、中央政府機関として

強い指導力・調整能力を発揮する体制の構築が必要とされている。 

日本は対タンザニア支援の1つとして、技術協力プロジェクト、無償資金協力、青年海外協力

隊派遣の3コンポーネントからなる「HIV/AIDS対策プログラム」を実施している。このなかで、

技術協力プロジェクトである本件は、NACPをカウンターパート（Counterpart：C/P）として、

2006年3月に4年間の予定で開始された。 

 

１－２ 協力内容 

 （1）スーパーゴール 

  ・HIV感染者数、STI患者数が減少する。 
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 （2）上位目標 

・県レベルでのSTIサービス及び自発的カウンセリング及び検査（Voluntary Counseling and 

Testing：VCT）サービスの質が改善される。 

 

 （3）プロジェクト目標 

・NACPにおいて、州、県レベルと連携を行いながら、STI治療・VCTプログラムを運営す

る組織能力が強化される。 

 

 （4）成果 

1．STI・VCTサービスに関する基準と実効性の高いガイドライン・ツール（以下ガイドラ

イン等）が整備され、州、県、医療施設に普及する。 

2．STI・VCTサービスのモニタリング・評価（Monitoring and Evaluation：M&E）機能が、

NACPとオペレーショナルリサーチ（Operational Research：OR）州で改善される。 

3．OR州で巡回指導が効果的で継続可能な形で実施される。 

4．STI・VCTサービスに必要な医薬品・消耗品に関するロジスティックス情報管理がNACP

とOR州において強化される。 

 

 （5）評価時点までの投入 

日本側 

・ 長期専門家：2名（チーフアドバイザー、業務調整/組織強化） 

・ 短期専門家：4名（保健医療リソースインベントリー管理、研修教材開発（2名）、

データベース開発） 

・ 機材供与：プロジェクト用車両、コピー機、パソコン等 

・ 現地活動費（STI分野、VCT分野、M&E分野）：約6,200万円（2006年3月～2008年3

月） 

タンザニア側 

・ C/Pの配置：STIユニット、カウンセリング・社会サポート（Counseling and Social 

Support：CSS）ユニット、疫学ユニットより 

・ C/P人件費を含むプロジェクト活動費 

・ プロジェクトオフィススペースの提供 

２ 評価調査団の概要 

総括/団長： 

 

上田直子 JICA人間開発部第四グループ感染症対策チーム チー

ム長 

HIV/エイズカ 

ウンセリング： 

矢永由里子 財団法人エイズ予防財団 研修・研究部 研修・研究

課兼国際協力部 国際協力課 課長 

協力計画： 伊藤亜紀子 JICA人間開発部第四グループ感染症対策チーム 職員

調査者 

評価分析： 竹 直樹 ㈱かいはつマネジメント・コンサルティング コンサ

ルタント 

調査期間 2008年2月10日～3月9日 調査区分 中間評価 
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３ 評価結果の概要 

３－１ 成果達成状況 

 ３－１－１ STI及びVCTに関するガイドライン等の整備・普及（成果1） 

成果1は、以下の開発及び州への普及（配布及びオリエンテーション）をめざすものである。

・ STIガイドライン 

・ VCTトレーニングカリキュラム 

・ STI・VCTトレーニングパッケージ（講師用ガイド、受講者用マニュアル等からなる）

・ STI・VCTジョブエイド（診療の流れを図示した補助資料） 

概して、ここまでの活動は順調に進んでおり、期待された成果が得られている。 

 

  （1）STIガイドライン 

STIガイドラインにかかる活動は、計画どおり進んでいる。ガイドラインは2007年3月

に完成し、NACPホームページからもダウンロード可能である。国家承認講師116名及び

州へのオリエンテーションはそれぞれ2007年10～12月、2008年2月に終了した。現在、州

ごとにガイドラインの配布を行っているところである。ガイドラインの内容に対しては、

包括的であると高い評価を得ている。 

 

  （2）STIに関するトレーニングパッケージ及びジョブエイド 

STIトレーニングパッケージ及びジョブエイド開発の進捗は、計画どおりである。それ

ぞれの最終案は、2008年1月にMOHSWの承認を受けた。国家承認講師116名全員及び20

州へのオリエンテーションはそれぞれ2007年10～12月、2008年2月に終了した。原稿の最

終チェックが済み次第、印刷にかかる。 

 

  （3）VCTトレーニングカリキュラム 

VCTトレーニングカリキュラムの開発は、大きな遅れなく進捗した。VCTカウンセラ

ーの育成期間が6週間から4週間に短縮された。 

 

  （4）VCTトレーニングパッケージ 

VCTトレーニングパッケージの開発は、大きな遅れなく進捗した。2008年2月現在、最

終稿はMOHSWの承認待ちであるが、国家承認講師191名中19名のオリエンテーションは

2007年12月に実施された。残りの講師及び州へのオリエンテーションは2008年に実施予

定である。 

 

  （5）VCT検査にかかるジョブエイド 

ジョブエイドは2007年3月に完成した。これは、国家HIV検査キャンペーンに先立って

全州に配布され、同時にオリエンテーションが実施された。NACPホームページからダウ

ンロード可能である。 

 

  （6）その他 

「保健セクターHIV/エイズ戦略II 2008-2012」策定への支援、医療従事者主導のHIV検
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査・カウンセリング（Provider Initiated Testing and Counseling：PITC）ガイドライン作成

支援、NACPホームページの作成に協力した。 

 

 ３－１－２ STI及びVCTモニタリング・評価システムの強化（成果2） 

成果2は、STI・VCTにかかるM&Eシステムとそのためのツールの開発及び州への普及をめ

ざすものである。M&Eシステムは月間報告書提出要領を含み、M&Eツールは患者・利用者の

登録簿、月間報告書フォーム及びデータベースを含む。ここまでの活動は順調に進んでおり、

期待された成果が得られている。 

 

  （1）保健医療リソースインベントリー管理 

短期専門家派遣を通じて、STI・VCTサービスのリソース（施設数、エイズコーディネ

ーター名、国家講師数等）のインベントリー作成を行った。現在、NACPは定期的に施設

数・国家講師数の更新を行っている。 

 

  （2）モニタリング・評価システム及びツールの整備 

STI患者登録簿及び月間報告フォーム見直しは計画どおりの進捗であった。VCT利用者

登録簿及び月間報告フォーム見直しは、大統領主導の国家HIV検査キャンペーンに間に合

わせるためにスケジュールを前倒しして作業が進められた。また、月間報告書提出の流

れも、施設→県→州→NACPと見直された。 

M&Eに関するオリエンテーションは成果1で述べたガイドライン等のオリエンテーシ

ョンの機会を利用して実施されているため、その進捗は成果1と同様である。 

 

  （3）データベースの開発 

STI・VCTデータベース開発作業は計画どおり進捗し、VCTは2007年12月に完成、STI

も完成間近である。開発されたデータベースはその管理のしやすさから高い評価を得て

いる。 

 

 ３－１－３ STI及びVCTに関する巡回指導・支援体制の強化（成果3） 

巡回指導・支援体制の強化は、ガイドライン、トレーニングパッケージ、M&Eツールの内

容に沿ったものでなくてはならず、プロジェクトではこれらの整備を優先したため、次の2年

間の優先課題となる。 

 

 ３－１－４ 医薬品・消耗品ロジスティックス情報管理システムの強化（成果4） 

医薬品・消耗品の需要量算出に必要な情報の提供、ロジスティックス小委員会のタームズ・

オブ・レファレンス（Terms of Reference：TOR）検討、医療施設で使用する報告・注文フォー

ムの改訂を行ったほか、STI・VCTトレーニングパッケージに医薬品注文・受け取り・保管に

関する章を設けた。また、HIV検査キャンペーン実施に必要な検査キットの数量算出にも貢献

した。この結果、検査キットの在庫切れは回避できた。 
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 ３－１－６ プロジェクト目標達成度 

プロジェクトは、目標に向かって前進しているといえる。 

STIガイドラインは2008年2月に州レベルまでオリエンテーションが終わっている。VCTの

M&Eシステムについては、州によっては機能しはじめているところもあるが、全州で新しい

報告フローをいかに機能させるかが次の課題となろう。STIのM&Eツールについては、これか

ら本格始動となる。 

 

 ３－１－７ 上位目標達成見込み：STI・VCTのサービスの質の評価について 

VCT施設については認証制度があり、これをもってVCTサービスの質を評価する。 

STI施設についてはVCTのような認証制度がないため、NACPのSTIユニットは巡回指導を通

じて、ガイドラインや月間報告の遵守状況をチェックし、サービスの質を評価するとしてい

る。 

 

 ３－１－８ スーパーゴール：HIV感染者数、エイズ患者数、STI患者数の動向 

NACPの「2005年HIV/AIDS/STIサーベイランス報告書 」によると、同年において医療施設

で報告されたエイズ患者数は1万3,285人と、2003年から2年連続で減少した。STI患者数は32

万5,998人が報告されている。また、2006年11月の報告書によると、梅毒の有病率は6.9％とな

っている。 

 

３－２ 評価結果 

 （1）妥当性 

プロジェクトの妥当性は非常に高い。 

プロジェクトは、Mkukuta（タンザニアの貧困削減戦略ペーパー）における戦略の1つで

あるSTI治療及びVCTサービスの拡大に貢献し、「国家多セクターHIV/エイズ戦略枠組み

（National Multi-sectoral Strategic Framework on HIV/AIDS：NMSF）2008-2012」における予

防優先の方針に合致している。また、日本の援助政策にも沿うものである。 

また、プロジェクトはSTI・VCTサービスの標準化・調和化という、NACPが果たすべき

最重要課題に貢献するものであり、タンザニア保健分野のHIV/エイズ問題におけるニーズ

に応えている。 

 

 （2）有効性 

プロジェクトの有効性は高い。 

STIガイドライン及びSTI・VCTのM&Eツールが順調に整備されたことで、サービスの標

準化・調和化に向けた重要な一歩を踏み出したといえる。 

プロジェクトの残り2年間で取り組まれる巡回指導・支援体制の強化が、プロジェクト目

標達成の鍵となる。また、地方分権化が進んだタンザニアの保健制度のもとで目標を達成

するためには、州保健局の強化が必要である。 

 

 （3）効率性 

プロジェクトの効率性は高い。 
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プロジェクトでは、他ドナーとの共同作業の中でその予算を活用するなど、効率性を高

める努力を常に払っている。また、プロジェクトの投入は大きくないにもかかわらず、こ

れまで順調に成果を達成している。 

 

 （4）インパクト 

タンザニアにおけるSTI・VCTサービスの質向上に向けた歩みは始まったばかりであり、

現時点でインパクトを評価するのは早計であるが、プロジェクトの進捗は順調であること

から、インパクトが期待できるベースは整ってきている。 

 

 （5）自立発展性 

プロジェクトの効果が持続する可能性は高い。 

タンザニアにおいて、HIV/エイズ問題は当面の間国家の優先課題であり続けることは、

各種政策文書から認識できる。また、HIV/エイズ向けのタンザニア政府予算やドナーの支

援は増加を続けており、このトレンドが早晩劇的に変化するとは考えにくい。ガイドライ

ン・ツール類に関しても、多くの関係者を巻き込み、意見を集約して完成したものである

ことから、今後も使われていくと思われる。また、NACPは自らで必要な改訂を行っていく

ことを十分に認識している。 

ただし、保健分野の人材不足、州保健局の強化等は、今後注視する必要がある。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

プロジェクトは、タンザニア国内の政策的な支援、国内外の豊富な資金、政治的なコミット

メント等を利用し、多様なパートナーとともに成果を達成していった。プロジェクトを取り巻

くさまざまな機会を有効活用していったことが、効果の発現につながったと考えられる。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

州保健局の予算規模が限られていることは、プロジェクトの成果を県及び医療施設に波及さ

せていく際の障害であると考えられる。また、特に県レベルの通信・輸送インフラは依然とし

て脆弱であり、STI・VCTサービス月間報告書の期限内提出に支障をきたす要因となっている。

 

３－５ 結論 

プロジェクトは、目標達成に向けて着実に歩を進めている。ガイドラインやM&Eツールの開

発については、当初から多くの関係者を巻き込んできたことから、調和のとれたものとなって

いる。このような一連の作業が、ガイドラインやM&Eツールに対するオーナーシップの確保に

結びついている。 

 

３－６ 提言 

・ 地方分権化が進んだタンザニア保健制度の文脈において、NACPが本土全体のHIV/エイズ

関連サービスの質に対して責任を果たすためには、巡回指導・支援を定期的に実施して

いくことが不可欠である。プロジェクトは、前半の2年間でガイドライン、研修教材、M&E

ツール等の整備・普及を行い、STI及びVCTサービスの質の標準化に向けた一歩を踏み出
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した。この歩みを確実なものとするためにも、後半の2年間では巡回指導・支援体制の強

化に全力を尽くすべきである。 

・ ORを実施する際には外部の機関に委託することが想定されるが、その場合でもNACPが

適切に計画・実施・監理を行い、その後の政策・戦略に活用すべきである。 

・ 開発されたトレーニングパッケージのインパクトを持続させるため、またさらに研修の

質を向上させていくためには、トレーニング受講者のフォローアップや現任研修が重要

である。また、県が研修や巡回指導を予算に適切に反映させていくためには、プロジェ

クトはそれらのタイミングを調整する必要がある。 

・ 現在、HIV/エイズに関するM&Eツールだけでも7種類が存在し、そのすべてに対応しなけ

ればならない末端の医療施設スタッフの負担は過大なものとなっている。これを軽減す

るためにも、プロジェクトは開発したM&Eツールを保健情報システム（Health Management 

Information System：HMIS）と整合させていくことが必要である。 

 

３－７ 教訓 

・ プロジェクトでは、大統領主導の国家HIV検査キャンペーンの機会を利用して、VCTの

M&Eツール普及を当初計画より早く進めることができた。このように、政策の変化や政

治的動向を好機ととらえ、プロジェクト活動を柔軟に対応させていくことが必要である。

・ 多くのドナーがひしめくアフリカのHIV/エイズ分野においては、ドナーとの密なコミュ

ニケーション、調和に向けた努力が不可欠である。タンザニアでは、20を超えるドナー

が同分野において支援を行っている。プロジェクトでは、ガイドライン・ツール開発に

際してSTI・VCT関係機関を可能な限り広く巻き込み、幅広い意見の調整を行っていった。

このようなプロセスが、ドナーがひしめく環境でのサービスの標準化には有効である。

・ 強力なリーダーシップ、政治的コミットメント、人・物・金の利用可能性は、活動実施

促進の鍵である。HIV検査キャンペーンの実施に関しても、大統領のリーダーシップによ

り促進された。また、地方においても州知事のコミットメントが強い州では、検査のパ

フォーマンスが非常に高いことも確認されている。 
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第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 １－１－１ 経緯 

タンザニア連合共和国「HIV感染予防のための組織強化プロジェクト」（以下、「プロジェクト」

と記す）は、2006年3月29日に開始された。4年間の協力の中間時点にあたって、JICAは以下の

ような目的で中間評価調査団をタンザニア連合共和国（以下、「タンザニア」と記す）に派遣す

ることとした。 

 

 １－１－２ 目的 

プロジェクトの中間時点に際し、タンザニア側、日本側双方の参加を得て、プロジェクトが

順調に効果発現に向けて実施されているかどうかを検証し、今後に向けた提言を行う。 

（1）プロジェクトの進捗状況・実施プロセス。実績（評価5項目の視点、特に妥当性、効率性

及び阻害・貢献要因の分析）を検証し、プロジェクト目標達成へ向けた提言を行う。 

（2）上記を受けた合同評価報告書及び改訂プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project 

Design Matrix：PDM）に関して合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）で協議

を行い、合意結果に基づいた協議議事録（ミニッツ）（Minutes of Meeting：M/M）に署名する。 

 

１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

総括/団長 上田 直子 JICA人間開発部 第四グループ感染症対策チーム チーム長

HIV/エイズカウン

セリング 

矢永 由里子 （財）エイズ予防財団 研修・研究部 研修・研究課 兼 国

際協力部 国際協力課 課長 

協力計画 伊藤 亜紀子 JICA人間開発部 第四グループ感染症対策チーム 

評価分析 竹 直樹 （株）かいはつマネジメント・コンサルティング 

また、タンザニア側より、以下の3名が合同評価者として評価に参加。 

Dr. Awene S. A. Gavyole：National Professional Officer, HIV/AIS, WHO 

Dr. B. Bwijo：Global Fund Coordinator, TACAIDS 

Dr. Salli Mwanasalli：Programme Officer, Counseling and Testing, CDC 

 

１－３ 調査期間及び日程 

 調査期間は2008年2月10日～3月9日までで、日程は以下のとおりである。 

日数 月日 曜日 竹（評価分析） 

上田（総括/団長） 
矢永（HIV/エイズカウンセリ

ング） 
伊藤（協力計画） 

1 2月10日 日 羽田発  

2 2月11日 月 ダルエスサラーム着  

3 2月12日 火 
JICAタンザニア事務所打合せ 
プロジェクト専門家と協議 
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4 2月13日 水 NACPにてデータ収集  

5 2月14日 木 NACPにてデータ収集  

6 2月15日 金 合同評価についての打合せ  

7 2月16日 土 資料整理  

8 2月17日 日 資料整理  

9 2月18日 月  

10 2月19日 火 

コースト州実地踏査〔RHMT、CHMT（キバ

ハ県）、VCT/STIサイト（バガモヨ県病院、

キワングワ診療所、チャリンゼ保健センタ

ー）を視察〕 
 

11 2月20日 水  

12 2月21日 木 

イリンガ州実地踏査〔RHMT、CHMT（イリ

ンガ市）、VCT/STIサイト（イグンベ診療所、

イリンガ州病院、ンドゥリ診療所、ムゴン

ゴ診療所）を視察〕 
 

13 2月22日 金 ダルエスサラームへ移動  

14 2月23日 土 資料整理 羽田発 

15 2月24日 日 資料整理 ダルエスサラーム着 

16 2月25日 月 

JICAタンザニア事務所打合せ 
プロジェクト専門家と協議 
NACPプログラム・マネジャー表敬、インタビュー 
団内打合せ 

17 2月26日 火 
保健省主席医務官表敬、インタビュー 
合同評価委員会 

18 2月27日 水 
ダルエスサラーム実地踏査〔RHMT、CHMT（イララ県、テメケ県）、

VCT/STIサイト（Mnazi Mmoja保健センター、Shree Hindu Mandal病院）を

視察〕 

19 2月28日 木 
モロゴロ州実地踏査〔RHMT、CHMT（モロゴロ市、ボメロ県）、VCT/STI
サイト（アガカーン保健センター、サバサバ保健センター、ムラリ診療

所、モロゴロ州病院）を視察〕 

20 2月29日 金 青年海外協力隊活動を視察（ファラジャ・トラスト） 

21 3月1日 土 
ダルエスサラームへ移動 
AMREFインタビュー 

22 3月2日 日 合同評価報告書準備、PDM改定作業 

23 3月3日 月 
合同評価報告書準備、PDM改定作業 
※矢永団員帰国 

24 3月4日 火 合同評価委員会 

25 3月5日 水 JCC準備（合同評価報告書最終版及び改定PDM作成） 

26 3月6日 木 
第2回JCC 
JICAタンザニア事務所への報告 

27 3月7日 金 
在タンザニア日本大使館への報告 
団内打合せ 

28 3月8日 土 ダルエスサラーム発 

29 3月9日 日 
羽田着 
※伊藤団員はケニアへ 
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１－４ 対象プロジェクトの概要 

 １－４－１ プロジェクトの背景 

タンザニアのエイズ問題は深刻であり、国の社会経済発展における最大の問題の1つである。

2006年の国連合同エイズ計画（The Joint United Nations Programme on HIV/AIDS：UNAIDS）の報

告では15～49歳人口の6.5％がHIV陽性で、エイズによる死亡は14万人にのぼる。また、性感染

症（Sexually Transmitted Infections：STI）の発生率も高い。 

タンザニアのエイズ対策は、2001年に首相府に設立されたタンザニア国家エイズ委員会

（Tanzanian Commission for AIDS：TACAIDS）がセクター間の調整を行い、保健社会福祉省

（Ministry of Health and Social Welfare：MOHSW）では国家エイズ対策プログラム（National AIDS 

Control Programme：NACP）が中心となって推進しているが、HIV/エイズ関連サービスの質、モ

ニタリング・評価体制、指導体制等の標準化に大きな問題を抱えている。また、タンザニアの

保健分野におけるセクターワイドアプローチや地方分権化を踏まえつつ、中央政府機関として

強い指導力・調整能力を発揮する体制の構築が必要とされている。 

日本は対タンザニア支援の1つとして、技術協力プロジェクト、無償資金協力、青年海外協力

隊派遣の3コンポーネントからなる「HIV/AIDS対策プログラム」を実施している。この中で、技

術協力プロジェクトである本件は、NACPをカウンターパート（Counterpart：C/P）として、2006

年3月に4年間の予定で開始された。 

 

 １－４－２ プロジェクトの要約 

討議議事録（Record of Discussions：R/D）で署名されたプロジェクト・デザイン・マトリック

ス（Project Design Matrix：PDM）に基づくプロジェクトの枠組みは以下のとおりである。 

 

  （1）スーパーゴール 

HIV感染者数、STI患者数が減少する。 

 

  （2）上位目標 

県レベルでのSTIサービス及びVCTサービスの質が改善される。 

 

  （3）プロジェクト目標 

NACPにおいて、州、県レベルと連携を行いながら、STI治療・VCTプログラムを運営す

る組織能力が強化される。 

 

  （4）成果 

1）STI・VCTサービスに関する基準と実効性の高いガイドライン・ツール（以下ガイドラ

イン等）が整備され、州、県、医療施設に普及する。 

2）STI・VCTサービスのモニタリング・評価（Monitoring and Evaluation：M&E）機能が、

NACPとオペレーショナルリサーチ（Operational Research：OR）州で改善される。 

3）OR州で巡回指導が効果的で継続可能な形で実施される。 

4）STI・VCTサービスに必要な医薬品・消耗品に関するロジスティックス情報管理がNACP

とOR州において強化される。 
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第２章 評価の方法 
 

２－１ 基本方針 

現行のPDM、活動計画表（Plan of Operation：PO）、及びプロジェクト側から提案されたプロジ

ェクト目標及び成果の指標をすべて組み合わせたものをもとに、中間評価を行う。 

 

２－２ 評価項目 

中間評価は、プロジェクトの進捗・プロセスの評価、及び「評価5項目」（妥当性、有効性、効

率性、インパクト及び自立発展性）の視点からの評価から構成される。それらの概略を以下に記

す。調査は、関係者からの資料収集及びインタビューにより行われる。 

 

 ２－２－１ プロジェクトの実績・プロセス 

PDM及びPOに基づき、プロジェクトの活動プロセスと成果達成度の検証を行う。プロジェク

トに影響を及ぼす外部条件の検証も含む。 

 

 ２－２－２ 評価5項目 

  （1）妥当性 

タンザニアにおけるHIV/エイズ政策・戦略、日本の援助政策・戦略との整合性、プロジ

ェクトのアプローチの妥当性を評価する。 

 

  （2）有効性 

活動の進捗及び成果の達成状況、プロジェクト目標達成の見込みを評価する。 

 

  （3）効率性 

投入の質・量・タイミングと成果・プロジェクト目標の関係性より効率性を評価する。 

 

  （4）インパクト 

上位目標の到達可能性、及びプロジェクト実施によるその他のインパクト（正・負問わ

ず）を評価する。 

 

  （5）自立発展性 

プロジェクトによる効果が、その終了後も続いていくかどうかの見通しを評価する。評

価は、政策的な側面、制度・人材・資金・技術等、NACPの経営資源の側面から行う。 
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第３章 評価結果 
 

３－１ プロジェクトの実績と現状 

 ３－１－１ 投入実績 

  （1）日本側 

1）専門家派遣 

以下のとおり、中間評価時点までに2名の長期専門家、4名の短期専門家が派遣された（表

－１）。 

 

表－１ 派遣専門家リスト 

長期専門家 

氏 名 専門分野 派遣期間 

竹中 伸一 チーフアドバイザー 2006年3月29日～2008年3月28日 

戸田 幹洋 業務調整/組織強化 2006年7月8日～2008年7月7日 

短期専門家 

氏 名 専門分野 派遣期間 

植田 正紀 保健医療リソースインベントリー管理 2007年2月4日～3月24日 

高橋 勉 研修教材開発（STI分野） 2007年9月2日～10月27日 

仲里 麻也子 研修教材開発（VCT分野） 2007年9月25日～12月19日 

山田 幸代 データベース開発 2007年11月8日～12月19日 

 

2）機材供与 

これまでに以下の機材が供与された（表－２）。これらの機材は、現在も正常に稼働し

ている。 

 

表－２ 供与機材リスト 

アイテムNo. 機材名 数量 稼働状況 

1 プロジェクト用車両（日産パトロール） 1 良好 

2 コピー機（シャープ複合コピー機） 1 良好 

3 デスクトップPC（Dell） 3 良好 

4 ラップトップPC（東芝） 1 良好 

5 LCDプロジェクター（ソニー） 1 良好 

6 オフィスデスクセット 1 良好 

7 オフィスシェルフセット 1 良好 

8 カードキーシステム（PROX） 1 良好 

9 セキュリティドア（Mult-i-Rock） 1 良好 

10 エアコン（LG） 1 良好 

11 Epidemiologyユニット用デスクトップPC（Dell） 3 良好 

12 APCサーバー用大型UPS 1 良好 
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3）ローカルコストの投入 

プロジェクトの開始から2008年3月までに、表－3のとおりローカルコストが投入された。

2007年度に関しては、2008年3月分の支出見込み額が含まれる。 

 

表－３ ローカルコスト投入額 

 

 

 

 

 
 

注：1タンザニアシリング（Tsh）＝0.098円として計算 

 

4）本邦研修 

プロジェクト開始から、MOHSW、NACP等より計6名が日本において研修を行った（表

－4）。 

 

表－４ 本邦研修の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （4）タンザニア側 

1）カウンターパートの配置 

プロジェクトに対して、NACPは以下のC/Pを配置した。2007年12月現在、NACPのスタ

ッフ数は61名である。この中には、各ドナーとの契約により従事するスタッフも多く含ま

れる（表－５）。 

 

表－５ 配置されたC/P 

C/P名 所属ユニット 期 間 専門家氏名 分 野 
Dr. Somi 
故Dr. Nyan’gani/ 
Dr. Kajoka 
Ms. Msumi 

Epidemiology 
 
STI 
CSS 

2006年3月28日～現在 竹中 伸一 ST/RTI及びVCT 

Ms. Kwasigabo Administration 2006年7月9日～現在 戸田 幹洋 組織強化 
Dr. Somi他1名 Epidemiology 2007年2月4日～3月24日 植田 正紀 インベントリー管理
Dr. Kajoka他3名 STI 2007年9月2日～10月27日 高橋 勉 ST/RTI研修教材 
Ms. Msumi他2名 CSS 2007年9月25日～12月19日 仲里 麻也子 VCT研修教材 
Dr. Somi他8名 Epidemiology 2007年11月8日～12月19日 山田 幸代 データベース開発 

費目 金額 (円)
2006年度 2007年度

1. 事業管理費 1,658,132 2,745,825
2. 機材費 7,792,956 3,859,999
3. VCT事業費 5,065,234 15,101,562
4. STI事業費 5,955,205 11,616,533
5. モニタリング・評価事業費 624,652 7,711,473
合計 21,096,179 41,035,392

研修員名 役職 研修分野 研修期間
Dr. Swai プログラムマネージャー HIV/AIDS対策 2007年2月19日

NACP 保健行政強化 - 2007年2月23日
Dr. Kalinga 予防サービス局長代理 HIV/AIDS対策 2007年2月19日

MOHSW 保健行政強化 - 2007年2月23日
Ms. Kikuli 政策計画局長 HIV/AIDS対策 2007年2月19日

MOHSW 保健行政強化 - 2007年2月23日
Ms. Msumi カウンセリング・社会サポートユニット長 保健衛生管理 2007年5月6日

NACP - 2007年7月7日
Dr. Kajoka 性感染症ユニット長代理 リプロダクティブヘルス行動変容 2007年11月20日

NACP - 2007年12月13日
Dr. Ngware 母子感染対策マネージャー リプロダクティブヘルス行動変容 2007年11月20日

AMREF - 2007年12月13日
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2）ローカルコストの負担 

MOHSWの中期予算枠組み（Medium Term Expenditure Framework：MTEF）によると、NACP

が属するMOHSW予防サービス局（Directorate of Preventive Services：DPS）のHIV/エイズ

向け予算は、2007～08年度で117億9,315万タンザニアシリング（Tanzania Shilling：Tsh）で

ある（表－６）。その大部分は抗HIV薬（Antiretrovirals：ARV）の調達・配分であり、感染

予防にかかる予算は10億4,613万Tshである。NACPの予算はここから配分されている。 

 

表－６ MOHSW予防サービス局のHIV/AIDS予算（単位Tsh） 

 

 

 

 

 

（出所：MTEF2007/08–2009/10年 MOHSWホームページ：http://www.moh.go.tz） 

 

現在、NACPは米国疾病対策センター（The Centers for Disease Control and Prevention：

CDC）、世界エイズ・結核・マラリア対策基金（The Global Fund to fight against AIDS, 

Tuberculosis and Malaria：GFATM）、ノルウェー開発協力庁（The Norwegian Agency for 

Development Cooperation：NORAD）、スウェーデン国際開発協力庁（The Swedish International 

Development Cooperation Agency：SIDA）等より支援を受けている。 

 

3）その他 

NACPは、事務所の一部をプロジェクトのオフィススペースとして提供している。現在、

NACP事務所のある建物が改装中のため、管理ユニットを除き隣接するタンザニア国立医

学研究所内に一時的に移転しており、プロジェクトは疫学、IEC（Information, Education, 

Communication）、カウンセリング・社会サポート（Counseling and Social Support：CSS）の

各ユニットとフロアを共有している。 

 

 ３－１－２ 成果の実績 

  （1）STI及びVCTに関するガイドライン等の整備・普及（成果1） 

成果1に関する活動は、STIガイドライン、VCTトレーニングカリキュラム、STI・VCTト

レーニングパッケージ、STI・VCTジョブエイド（診療の流れを図示した補助資料）等の開

発及びそれらの州保健局（Regional Health Management Team：RHMT）とSTI・VCTそれぞれ

の国家承認講師への普及（配布及びオリエンテーション）をめざすものである。 

作業にあたっては、NACPの担当ユニットやプロジェクト専門家のほか、世界保健機関

（World Health Organization：WHO）、国連人口基金（United Nations Population Fund：UNFPA）、

CDC、アフリカ医学研究財団（African Medical and Research Foundation：AMREF）が中心と

なって技術作業部会（Technical Working Group：TWG）を編成して進められた。 

概して、ここまでの活動は順調に進んでおり、期待された成果が得られている。 

 

会計年度 2007/08 2008/09 2009/10

住民に対するHIV/AIDSアドボカシー強化 153,870,000 326,204,400 345,776,664 

HIV感染者比率の低下 1,046,130,000 2,217,795,600 2,350,863,336 

ARV調達および配分 10,593,150,000 22,457,478,000 23,804,926,680 

合計 11,793,150,000 25,001,478,000 26,501,566,680 
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1）STIガイドライン 

STIガイドラインについては、WHOにより現地コンサルタントが調達され、2006年6月及

び8月の計3度のTWG会合を経て改定案の第一稿がまとめられた。2007年に入ると、NACP

内での見直し作業及び第4回TWG会合が実施されたのち、同年3月に最終稿がMOHSWに提

出・承認され、ガイドラインは完成した。 

STIガイドラインは1万部印刷され、NACPホームページからもダウンロード可能である。

ガイドラインに関するSTI国家承認講師116名全員へのオリエンテーションは、タンザニア

政府、JICA、GFATMの資金を活用して2007年10月から12月にかけて実施された。また、各

州のエイズ対策コーディネーター（Regional AIDS Control Coordinator：RACC）等に対する

オリエンテーションも、2008年2月5～6日にモロゴロ州で開催された。 

NACPの在庫リストによると、2008年1月21日までに6,200部が各州に順次配布されている。

中間評価調査において現地視察を行った限りでは、コースト州バガモヨ県及びキバハ市で

は、2007年末には医療施設にまで行き届いていた。モロゴロ州では、2008年2月末に州に

届いたとのことであった。イリンガ州に対しては、2～3月中に配布が行われる予定である。

また、ガイドラインは医療従事者の養成校にも配布される。 

STIガイドラインに関するここまでの活動は、計画どおり進んでいる。ガイドラインの

内容に対しては、性的暴力、モニタリング・評価等が含まれていることから、包括的であ

るという評価を得ている。また、ガイドライン開発にあたっては、TWG等を通じてさまざ

まな関係者を巻き込みながら作業が進められた。これは、STIサービスの標準化を図って

いくうえで重要なプロセスであると考えられる。 

 

2）STIトレーニングパッケージ及びジョブエイド 

STIに関するトレーニングパッケージは、講師用ガイド、医療従事者用のマニュアル、

スライド集からなる。ガイドライン改訂作業の終了を受けて、これらの研修教材開発にか

かる現地コンサルタント2名が2007年7月に雇用され、10月中旬まで作業を行った。これに

かかるTWG会合は、8月に2度ダルエスサラームで開催された（一部はWHO予算）。最終稿

の作成に際しては、実際のSTIトレーニングと同様の2週間のフィールドテストを9月に実

施し、内容の適切さ及び使いやすさの検証を行った。その後、最終稿はステークホルダー

会議（9月）、ワークショップ（9月と10月、後者はWHO予算）、TWG会合（10月）を経て

多くの関係者を巻き込みながら検討され、10月末にMOHSWに提出された。 

日本人短期専門家は、9月の研修教材パッケージ案のフィールドテスト直前に作業に加

わった。参加者へのアンケートとその評価を通じたフィールドテスト支援や教材の書式・

レイアウトの改善により、トレーニングパッケージ開発を支援した。 

STIトレーニングパッケージの最終稿は2008年1月に承認を受けた。プロジェクトによる

原稿の最終チェック等、印刷に向けて準備中である（トレーナー用1,100部、医療従事者用

5,100部の予定）。パッケージには、M&Eやロジスティックス（医薬品等の発注）に関する

章も含まれている。 

STIガイドラインと同様、STI国家承認講師116名全員へのオリエンテーションは2007年

10月から12月にかけて実施され、RACCへのオリエンテーションは2008年2月に実施された。 

一方、ジョブエイドはSTI診療の流れを図で描いたものである。この開発にかかるデザ
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イナーの調達は2007年10月に行われ、同月のTWG会合において案に関する検討が行われた。

現在、トレーニングパッケージ同様、印刷準備中である（5,000部）。 

STIトレーニングパッケージ及びジョブエイドに関するここまでの活動は、計画どおり

進んでいる。 

 

3）VCTトレーニングカリキュラム 

VCT研修カリキュラム開発にかかるTWGは、NACP、プロジェクト専門家のほか、CDC

とAMREFが中心となり編成された。現地コンサルタントは2007年1月より作業を開始し、

カリキュラム案をまとめた。これは同月のTWG及び関係者会議において検討され、翌2月

に最終案が提出された。またこの過程で、VCTカウンセラーの育成期間が6週間から4週間

に短縮されることが決定した。 

VCTトレーニングカリキュラム開発に関するここまでの活動は、大きな遅れなく進んだ。 

 

4）VCTトレーニングパッケージ 

VCTトレーニングパッケージは、講師用ガイドと受講者用マニュアル・ハンドアウトから

なる。VCTカリキュラムの開発を受けて、これらの研修教材開発にかかる現地コンサルタン

トが2007年9月初旬から作業に着手し、日本人短期専門家も9月下旬にタンザニア入りした。 

研修パッケージ開発にかかるTWG会合は、2007年10月に2回実施された。当初は1回（1

週間）の予定であったが、パッケージに対してVCT関係者の共通理解を得るためにさらに

1回（1週間）行われ、第一稿を完成させた。 

11月にはコースト州キバハ市において、正規のVCTトレーニング期間である4週間をか

けて、トレーニングパッケージのフィールドテストが実施された。これを通じて教材のわ

かりやすさ、使いやすさ、時間配分等を評価し、12月のステークホルダー会議を経て、パ

ッケージの最終案が作成された。 

中間評価時点で、VCTトレーニングパッケージはMOHSWでの承認待ちであるが、それ

に先立って12月にはVCT国家承認講師191名中19名（ダルエスサラーム、コースト、ドド

マ、モロゴロ、イリンガの5州に在籍）に対するオリエンテーションを実施した。残りの

講師及びRACCへのオリエンテーションは、2008年に実施予定である。 

VCTトレーニングパッケージ開発に関するここまでの活動は、大きな遅れなく進んだ。

開発にあたっては、多くの関係者がそれぞれの教材を持ち寄り、VCTサービス標準化に向

け、だれもが納得できるような調和のとれたパッケージとなるよう、努力されてきた。 

 

5）HIV検査ジョブエイド 

VCTに関するジョブエイドは、HIV検査の流れを示したポスターである。これによると、

検査はまずSD Biolineという銘柄の検査キットを使用し、陽性反応が出たものに限り

Determineというキットを使用する。これで陽性反応を示したものはHIV陽性となるが、そ

うでないものに対してはUni-Goldというキットを用いて検査を行う。これにより、検査の

標準化を行うとともに、検査キットの在庫切れを防ぐことも狙いとしている。 

ジョブエイドの開発は、2007年1～3月にかけてTWG等で案を検討し、3月にフィールド

テストを実施して修正を行った後に完成、印刷を行った（A4判2万部、A3判1万部）。これ
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は、大統領主導の国家HIV検査キャンペーンの開始に先立って全州に配布され、同時にオ

リエンテーションも実施された。NACPホームページからもダウンロード可能である。 

このHIV検査の流れに関して、これまでに1,027名のカウンセラーがトレーニングを受け

た。中間評価調査において確認した限りでは、バガモヨ県のVCTセンターではSD Bioline

を使ったHIV検査が実施されているが、他州のようにCapillusという検査キットの在庫が残

っている場合は、それを使い切った後にアルゴリズムに関するオリエンテーションを実施

する予定であるとしている。したがって、第1段階の検査がSD BiolineかCapillusかの違いだ

けであり、ジョブエイドはHIV検査の現場で十分に活用されていると判断できる。 

 

6）その他 

プロジェクトでは、保健セクターHIV/エイズ戦略II（Health Sector HIV and AIDS Strategy 

II 2008-2012）策定への支援、医療従事者主導のHIV検査・カウンセリング（Provider Initiated 

Testing and Counseling：PITC）ガイドライン作成支援等を行ってきた。 

また、青年海外協力隊員2名の協力を得つつNACPホームページの作成に協力し、2006年

10月に完成した。これにより、ガイドライン、ジョブエイド、エイズ関連指標等のダウン

ロードが可能になった（現在のアドレスはhttp：//www.nacp.go.tz）。 

 

  （2）STI及びVCTのM&Eシステムの強化（成果2） 

成果2に関する活動は、STI・VCTに関するM&Eシステムとそのためのツールの開発及び

州への普及をめざすものである。M&Eシステムは月間報告書提出要領を含み、M&Eツール

はSTI患者・VCT利用者の登録簿、月間報告書フォーム及びデータベースを含む。ガイドラ

イン、トレーニングパッケージ等の開発と同様、さまざまな関係者がTWG等の機会を利用

してM&Eシステム・ツール開発に参加した。 

ここまでの活動は順調に進んでおり、期待された成果が得られている。 

 

1）保健医療リソースインベントリー管理 

プロジェクト実施前は、STI・VCTサービスを提供する州・県別の施設数、州・県に配

置されているトレーナー数等が体系的に把握されていなかった。そこで、プロジェクトで

は短期専門家を2007年2～3月に投入し、これらのインベントリー開発を行った。現在、

NACPは中央政府の機関として、STI・VCTサービスにかかる現有資源を把握し、定期的に

更新することが可能になっている。 

2008年1月に実施された州へのアンケート調査によると、2007年末において、タンザニ

ア本土にある医療施設5,547カ所のうち、STIサービスを提供可能な施設は3,682カ所（全体

の66.4％）、VCTサービスを提供可能な施設は1,628カ所である（表－７）。 

また、現在STI国家講師は全国に116名、VCT講師は191名存在する。それぞれのデータ

については、国家講師の新規育成が修了するごとに更新される。 
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表－７ 州別STI・VCT施設数（2007年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（出所：州に対するアンケート調査結果 2008年1月、NACP実施） 

 

2）M&Eシステム及びツールの整備 

プロジェクト実施前、STIのM&Eシステムは存在していたものの、地方分権化された保

健システムに対応して修正を図る必要が生じていた。VCTのM&Eシステム及びツールに関

しても、多数のドナーが活動するなかで、十分に活用されているとはいい難い状態であっ

た。そこで、プロジェクトを通じて、STIについてはシステム及びツールの改善、VCTに

ついてはすべての関係者が使えるものを開発するのが活動の狙いである。 

まず、2006年7月～2007年1月までかけてSTI患者及びVCT利用者の登録簿、月間報告フォーム

の見直しを行い、TWG会合（2007年2月）やステークホルダーとの協議（3月）を通じて改訂案

を作成した。また、報告の流れをそれまでの「施設→NACP」から、「施設→県保健局（Council 

Health Management Team：CHMT）→州保健局（Regional Health Management Team：RHMT）

→NACP」に改めた。各施設はCHMTに当該月の報告を翌月7日までに、CHMTはRHMTに14

日までに、RHMTはNACPに対して21日までに報告書を提出することになっている。 

STIについては、2007年中にタンザニア政府予算で印刷を行ったほか（登録簿5,000部、

STI施設用報告フォーム4,500部、CHMT用報告フォーム350部、RHMT用報告フォーム150

部）、プロジェクト予算でも現在印刷中である（登録簿1万部、施設用報告フォーム2,250

部、CHMT用報告フォーム175部、RHMT用報告フォーム75部）。VCTについては、登録簿1

万1,000部、施設用報告フォーム3,500部、CHMT用報告フォーム600部、RHMT用報告フォ

ーム150部が印刷された。M&Eシステム及びツールのオリエンテーションは、STIに関して

は2008年2月に、VCTに関してはHIV検査キャンペーンに先立って実施された。 

STI患者登録簿及び月間報告フォームの整備は、計画どおりの進捗であった。また、VCT

に関してはHIV検査キャンペーンに間に合わせる必要があったため、スケジュールを前倒

しして作業が進められた。その結果、VCTのM&Eツールを施設レベルにまで普及させるこ

とが可能となった。いずれのM&Eシステム及びツールの整備に際しても、当初から多くの

州 医療施設数 STI管理が可能な医療施設数 %
RPR（梅毒検査）が
可能な医療施設数

% VCTサイト数

ダルエスサラーム 396 196 49.5 146 36.9 104
アルーシャ 259 104 40.2 166 64.1 70
コースト 174 96 55.2 96 55.2 96
ドドマ 283 218 77.0 204 72.1 34
イリンガ 372 283 76.1 281 75.5 76
カゲラ 253 145 57.3 130 51.4 94
キゴマ 231 127 55.0 103 44.6 58
キリマンジャロ 345 192 55.7 187 54.2 144
リンディ 181 172 95.0 84 46.4 59
マニャラ 151 107 70.9 109 72.2 71
マラ 216 160 74.1 116 53.7 58
ムベヤ 365 272 74.5 160 43.8 136
モロゴロ 308 210 68.2 229 74.4 73
ムトワラ 177 78 44.1 103 58.2 54
ムワンザ 365 265 72.6 186 51.0 41
ルクワ 223 160 71.7 59 26.5 38
ルブマ 223 165 74.0 145 65.0 64
シニャンガ 324 230 71.0 130 40.1 80
シンギダ 179 92 51.4 130 72.6 43
タボラ 242 242 100.0 242 100.0 37
タンガ 280 168 60.0 172 61.4 198
計 5,547 3,682 66.4 3,178 57.3 1,628
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関係者を巻き込み、だれもが納得して使うことができるものをつくっていく努力がなされ

ていた。 

STIのM&Eツールについては州レベルのオリエンテーションが終わったばかりであるた

め、本格的な使用はこれからとなる。中間評価調査で確認した限りでは、コースト州にお

いては2007年末までに施設に行き届いており、バガモヨ県では登録簿への記入が2008年初

頭からなされている施設もあった。またコースト州では、世界の医療団スペイン（Medicos 

del Mundo-Spain）による協力が続いているため、同NGOが作成した月間報告フォームが引

き続き使用されていた。モロゴロ州では、2008年2月末にRHMTに届いたばかりである。イ

リンガ州に関しては、2008年2～3月中に配布される予定である。 

VCTツールの活用状況は、州及び県によって異なる。イリンガ州のイリンガ市及びイリ

ンガ県では、多少の遅れはあるものの2008年1月までの報告がすべての施設から適切に届

いていたのに対し、コースト州バガモヨ県では対象16施設のうち、2008年1月までの報告

を届けることができているのは5施設に留まっている。モロゴロ州では、登録簿及び月間

報告フォームの不足から、十分に使われているとはいい難い状況である。また、中間評価

で視察した各州に共通する課題として、交通・通信事情の問題やカウンセラーの力量差に

より、施設からCHMTへの報告が遅れていることが挙げられる。 

2008年3月現在で、NACPへの報告が少なくとも1カ月分でもできている州は、タンザニ

ア本土21州中6州にとどまっている（ダルエスサラーム、ルブマ、カゲラ、イリンガ、ル

クワ、ムベヤ）。このうち、HIV検査キャンペーン開始以来、毎月提出できているのはダル

エスサラームのみであり、その他の州については計算ミスや記入漏れが目立っている。 

 

3）データベースの開発 

NACPにおいてM&Eツールから得られるデータを有効に活用し、今後の計画に反映させ

るために、データベースが必要となってくる。これについては、現地コンサルタント

University Computing Centre（UCC）がVCT及びケア・治療の分野で既に開発しており、2008

年にはSTIについて開発を計画していたが、報告フォームや流れが変更されたことや、県・

州レベルの月間報告書を印刷できない等の問題から、見直しが必要となっていた。そこで、

2007年11～12月にプロジェクトでは短期専門家を配置し、UCCとの共同作業を通じてVCT

データベースの改良及びSTIデータベースの設計・プログラミングを行った。 

STI・VCTデータベースの開発作業は計画どおり進捗し、VCTは2007年12月に完成、STI

も完成間近である。これらのデータベースに対しては、使いやすさ及び管理のしやすさか

ら、高い評価が得られている。 

VCTについては、http://www.gf.or.tz/information/countestdatabases.phpからダウンロード可

能である。現在、NACPは開発されたデータベースをRHMT及びCHMTに普及させる計画を

策定中である。 

 

  （3）STI及びVCTに関する巡回指導・支援体制の強化（成果3） 

巡回指導・支援強化体制の強化は、ガイドライン、トレーニングパッケージ、ジョブエ

イド、及びM&Eツールの内容を踏まえたものとならなければならないため、プロジェクト

の最初の2年間はこれらに関する作業が優先された。したがって、巡回指導・支援体制の強
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化は、後半2年間の重点活動項目となる。 

 

  （4）医薬品・消耗品ロジスティックス情報管理システムの強化（成果4） 

医薬品・消耗品の調達・在庫管理・地方への配分を行う責任は、半官半民組織であるMedical 

Stores Department（MSD）が有する。NACPの責任範囲は、これらの適切な数量見積もりの

ための正確な情報の提供と、ロジスティックスが正常に機能しているかを観察することで

ある。いずれも、M&Eと深く関連する。 

タンザニアにおいては、2006年11月に国家エイズケア・治療諮問委員会（National Advisory 

Committee for Care and Treatment）が組織され、同時にその下部組織としてロジスティック

ス小委員会が組織された。メンバーには、見積もりを実施するSupply Chain Management 

System（SCMS）、MSD、NACPが名を連ねている。NACPからは、事務局メンバーをケア・

治療ユニット長が務めているほか、STI、CSS、検査ユニットがかかわっている。 

プロジェクトを通じたこれまでの活動としては、STI及びVCTサイト数の提供、ロジステ

ィックス小委員会のTOR検討が挙げられる。 

NACPは国家HIV検査キャンペーンに必要な検査キットの見積もり等、キャンペーンの準

備・実施にも重要な役割を果たしている。 

また、最初に医薬品・消耗品を発注するのは末端のSTI及びVCT施設であることから、こ

のレベルでいかに適切な見積もりができるようになるかが重要である。したがって、医薬

品・消耗品使用及び発注フォーム（Report and Request Form：R&R Form）の見直し・普及を

行ったほか、開発されたトレーニングパッケージにも「発注・在庫管理」の章を追加した。 

HIV検査キャンペーンに関しては、準備期間が限られていたにもかかわらず、プロジェク

トの柔軟な対応により、検査キットの在庫切れという事態は回避できた。 

しかし、中間評価調査で確認したところでは、モロゴロ州では梅毒検査用キットが発注

に対して過少な供給しかなされていないという問題が指摘された。 

 

 ３－１－３ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクトは、目標に向かって着実に前進しているといえる。 

NACPにとっての「組織強化」とは、国全体のHIV/エイズプログラムが機能するようになるこ

とと定義される。NACPホームページは、プログラムの目標を以下のとおり定めている1。 

・ HIV/エイズ問題に対する保健分野の能力を強化する。 

・ HIV/エイズ関連サービスや医薬品・消耗品へのアクセス・利用を向上させる。 

・ 一般住民、HIV感染者、社会的弱者等に対するHIV/エイズ関連サービスの質を改善する。 

 

NACPは、医療施設を含めたあらゆるレベルにおけるHIV/エイズ関連サービスの質に対して責

任を有する。サービス、M&E、巡回指導・支援の標準化はNACPの「能力」にとって不可欠な要

素である。したがって、そのような能力の強化がプロジェクト目標として定義されている。ガ

イドラインやトレーニングパッケージ等は目標を達成するためのツールであり、プロジェクト

はそれらの開発を支援してきたのである。 

                                                        
1 NACPホームページ（http://www.nacp.go.tz） 
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一方、権限委譲を伴う地方分権化のもとで、NACPが直接介入できるのは州レベルまでである

（図－１）。この意味で、M&E及び巡回指導・支援は、州を経由してNACPと県・施設をつなぐ

手段である。プロジェクトは、これが機能するようになるために支援を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ プロジェクトの介入範囲とタンザニア保健システムの地方分権化 

 

プロジェクト目標は、2つの視点から測ることが必要である。1つは、STI・VCTサービスを標

準化するための手段であるガイドライン、トレーニングパッケージ、ジョブエイドがどの程度

普及しているか、もう1つはNACPと県・施設をつなぐM&Eと巡回指導・支援がどの程度機能す

るか、である。 

STIガイドラインについては、2008年2月に州レベルへのオリエンテーションが終了している。

県以下のレベルへの普及状況は、州によってまちまちである。 

VCTのM&Eツールについては、国家HIV検査キャンペーンの際に普及が進められた。次に必

要なのは、あらゆるレベルで新しいM&Eシステムを機能させることである。中間評価調査で確

認したところでは、既に機能しはじめている州もある。STIのM&Eツールに関する普及及び利用

は、これから本格化する。 

 

 ３－１－４ 上位目標達成見込み 

上位目標「STI及びVCTサービスの質が改善する」は、「2013年までに国の基準を満たすSTI及

びVCT施設の割合」を指標として定義している。現時点において、これらの数値は入手できず、

指標に基づいた評価が行えないことから、ここではNACPとしてこれらをどのように評価するか

について言及する。 

VCTについては、施設の認証制度が存在する。認証のために最低限満たすべき基準はVCTガ

イドライン（2005年策定）の第11章に定義されている（表－８）。認証は、CSSユニット及び各

州2名ずつ配置されている担当者により行われることから、上記指標の定義として「認証された

NACPはCHMTや施設レベル

に直接働きかけることはな

いが、末端のHIV/エイズ関連

サービスまで責任を有する。

プロジェクトはNACPへの協

力を通じてサービス全体の

強化をめざしている。 
=プロジェクト目標 

NACP

RHM

CHM

施設 

プロジェクトの直接介入範囲=成果 

巡回指導・ 

支援 

モニタリング・評価 
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VCT施設の割合」を用いるとしている。 

 

表－８ VCT施設が満たすべき基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出所：NACP（2005）National Guidelines for Voluntary Counseling and Testing, p50） 

 

一方、STI施設にはそのような認証制度がない。したがって、STIユニットとしては、「STIガ

イドラインに沿って患者管理ができているか、モニタリング・評価ツールが適切に使えている

か」を、RHMTへの巡回指導を通じて評価する意向である。 

 

 ３－１－５ スーパーゴール：HIV感染者、エイズ患者数の動向 

タンザニア本土において利用可能な最新の資料は、 2005年のサーベイランス報告書

（HIV/AIDS/STI Surveillance Report, January-December 2005（No. 20））である。 

2005年のエイズ患者数は1万3,285人で、2003年から2年連続で減少した（2003年1万8,929人、

2004年1万6,430人）。州別では、ムベヤ、ダルエスサラーム、キリマンジャロ、ムワンザ、カゲ

ラにおいて、1993年から2005年までの累積患者数が1万2,000人を超えている。 

STI感染者数については、2005年に32万5,998人が報告されている。州別では、ムベヤ、ダルエ

スサラーム、マラ、タンガ、ムワンザ、ドドマ、キリマンジャロにおいて多い。 

タンザニアでは、貧困削減戦略ペーパー（National Strategy for Growth and Reduction of Poverty：

NSGRP；スワヒリ語で「Mkukuta」の愛称で知られる）において、15～24歳のHIV感染者率を11％

（2004年）から5％（2010年）に低下させることを目標の1つとして掲げている。最新のHIV及び

梅毒感染に関するサーベイランス報告書（Surveillance of HIV and Syphilis Infections Among 
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Antenatal Clinic Attendees, 2005/06, 2006年11月発表）によると、HIV感染率は州によって差が大き

く、イリンガ（18.2％）、ムベヤ（15.9％）といった南部の州及びダルエスサラーム（10.9％）に

おいて10％を超えている。また、梅毒の有病率は6.9％となっている。 

 

 ３－１－６ プロジェクトの実施プロセス 

プロジェクトの特徴は、タンザニア全体のSTI・VCTサービスの標準化をめざしているという

ことである。そのためにガイドライン・トレーニングパッケージを開発し、多くの関係者との

調整に多くの時間を費やしている。例えば、開発のプロセスにおいてフィールドテストを実施

し、関係者からの意見を取り入れる努力を行っている。 

 

 ３－１－７ プロジェクトを取り巻く状況 

  （1）タンザニアにおけるRHMT強化策 

タンザニアの保健制度改革は、 1998年以降の「権限委譲を伴う地方分権化政策

（Decentralization by Devolution）」の流れのなかに沿うものである。これによると、中央政

府の組織は政策及び方針・指針の策定、人材育成、M&Eに徹し、保健行政サービスの提供

は地方自治体である県（districtもしくはmunicipal council）が行うこととなった。 

一方、中央と県のはざまに存在する州は地方自治体ではなく、中央の出先として位置づ

けられている。RHMTはMOHSWの出先機関として、CHMTに対し保健政策等の普及を行い、

保健サービスの質の確保や技術支援を行うため、CHMTの監督・指導を行うとしている2。 

RHMTの構成については、州医務官（Regional Medical Officer：RMO）のみが州政府の職

員として扱われ、残りは州病院のスタッフを兼務している。しかし、予算・人材の不足に

より、RHMTは県以下に技術的助言を与えることが難しくなっている。RACCはRHMTの正

規メンバーではなく、RHMTの機能を支援するスタッフ（co-optedと呼ばれる）として位置

づけられている。 

RHMTの予算は、首相府地方自治庁（Prime Minister’s Office–Regional Administration and 

Local Government：PMO-RALG）及びバスケットファンド（セクターへの直接財政支援）か

ら配分される。しかし、予算の執行に数カ月を要することもある。 

このような州の状況を改善しようという動きは各方面にみられる。地方自治体及び州行

政の機能強化を目的として、地方政府改革プログラム（ Local Government Reform 

Programme：LGRP）が実施されている。また、現行の第二次保健戦略計画（Second Health Sector 

Strategic Plan：HSSP II）においてもRHMTの強化が急務であるという認識があり3、現在策

定作業中のHSSP IIIにおいても重要課題の1つと位置づけられる予定である。MOHSWにおい

ては、計画局に設置されている保健制度改革事務局（Health Sector Reform Secretariat）が州

強化のための技術小委員会運営の責任を負っている。 

このようなRHMT強化の動きに対して、プロジェクトはRHMTを経由してM&E月間報告

をNACPにあげるように改め、RHMTがSTI・VCTの現状を把握し、州の計画に反映させや

すくなるよう配慮を行っている。またRHMT強化そのものに対しては、JICAが2008年3月よ

                                                        
2 Ministry of Health（2000）National Package of Essential Health Intervention in Tanzania, p109 
3 Ministry of Health（2003）Second Health Sector Strategic Plan（HSSP）（July 2003-June 2008）, p10 
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り「州保健行政システム強化プロジェクト」を開始する。他ドナーに関しては、デンマー

ク、ドイツ、スイスが地方保健行政の能力強化を支援してきた実績を有している。 

 

  （2）タンザニアにおける「保健人材危機」 

ガイドライン、研修教材、M&Eツールをいくら整備して中央機関であるNACPの機能を強

化しても、それを使う人がいなければインパクトは現れない。プロジェクトにとって、保

健人材の問題は上位目標に大きく影響を与える外部要因であり、その動向を注視する必要

がある。 

WHOは2006年の『世界保健報告（World Health Report）』のなかで、全世界で57カ国が深

刻な保健人材不足の状態にあり、これを「保健人材危機」と称した。人材危機4はタンザニ

アにおいてもあてはまる。現在、医療施設における人材の充足率は公的施設35％、民間（NGO

や宗教系を含む）施設15％にすぎず、公・民あわせて9万722人が不足していると試算され

ている。とりわけ地方の施設において、状況は深刻である。他方で、タンザニア政府は「一

村一診療所」計画を進めており、これにより新たに8万8,000人の人材が必要とされている。 

また、人材を育成しても雇用ができていないという問題も指摘される。過去10年、保健

関連の人材養成校の新卒者2万3,474人に対し、公的施設に雇用されたのは3,883人（15％）

にすぎない。公務員改革による新規雇用の困難、保健人材育成戦略（Human Resources for 

Health Strategic Plan I 1996-2005）への支援不足等に原因があるといわれている。保健人材に

かかる他の問題としては、人材情報の収集・分析能力の欠如、人材養成校の能力不足、海

外への頭脳流出、HIV/エイズによる人材喪失が挙げられている。 

このような状況を改善すべく、タンザニア政府は2005～09年の5年間で、計1万7,000人の

保健人材を新規雇用する。また、第二次保健人材育成戦略（Human Resources for Health 

Strategic Plan II 2008-2013）を開始する予定である。HIV/エイズ分野の人材雇用については、

USAIDの資金、GFATMラウンド1の余剰金が利用可能であるが、それでも増加する人材の雇

用吸収力については、状況を注意深くみていく必要がある。 

人材不足に対しては、プロジェクトはVCTトレーニングパッケージの開発を行ってきた

ほか、臨床検査技師の資格をもたない医療従事者のHIV検査実施を可能にする制度の整備を

支援してきている。 

 

３－２ 評価5項目による評価結果 

 ３－２－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は、非常に高いと評価される。 

タンザニアの貧困削減戦略ペーパーであるMkukutaでは、HIV/エイズ問題をクラスター2「生

活・社会的福利の改善」のゴール2「すべての子ども、女性、社会的弱者の生存、健康、幸福の

改善」に位置づけ、以下を目標としている5。 

・ 15-24歳妊産婦のHIV感染者率を11％（2004年）から5％（2010年）に低下させる。 

・ 15-24歳のHIV感染者率を11％（2004年）から5％（2010年）に低下させる。 

                                                        
4 ここで「人材」とは、保健・医療サービス提供に必要な「すべての」人材を指す。したがって、VCTカウンセラーも含まれる。 
5 Vice President’s Office（2005）National Strategy for Growth and Reduction of Poverty, p45 
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・ 障害者（15-35歳）のHIV感染者率を低下させる。 

・ HIV感染に関する住民の知識を増やす。 

・ HIV/AIDSに関するスティグマを低下させる。 

    

これらを達成するための戦略6項目の1つとして、Mkukutaでは以下を掲げている6。 

・ 効果的なHIV/エイズ予防プログラムのための資源増加：ピアエデュケーション強化、STI・

VCTサービス及びコンドーム使用の拡大、スティグマ・差別への対応 

    

したがって、プロジェクトはこの戦略の「STI・VCTサービスの拡大」に貢献しているといえ

る。とりわけ、STIについてはほとんどドナーの支援がない状況であり、同分野に重点を置いて

いるプロジェクトは高い評価を受けている。 

また、2008年1月より施行されている「国家多セクターHIV/エイズ戦略枠組み」（The National 

Multi-sectoral Strategic Framework on HIV/AIDS 2008-2012：NMSF）においては、冒頭において

「NMSFはHIV予防拡大を国家の最優先とする」7とし、予防を強調する姿勢を鮮明に打ち出して

いる。これは、プロジェクトの方向性と合致するものである。 

世界的にも、HIV/エイズ問題は最重要課題と認識されている。ミレニアム開発目標（Millennium 

Development Goals：MDGs）は、子どもの死亡、妊産婦の健康改善、HIV/エイズを含めた疾病の

予防を含む。日本の援助政策においても、HIV感染予防とそのインパクト緩和の重要性を強調し

ており、これは日本のODA大綱や人間の安全保障に関連する主要な政策とも軌を一にするもの

である。また、プロジェクトはJICAタンザニア事務所の「HIV/AIDS対策プログラム」を構成す

るものである。 

プロジェクトのアプローチに関しても、妥当性は高い。プロジェクトはSTIとVCTに関するガ

イドライン、トレーニングパッケージ、ジョブエイド、M&Eツールの開発を通じてサービスの

標準化・調和化を支援するという、タンザニアのHIV/エイズ分野において非常に重要なポイン

トをとらえている。また、タンザニア保健分野の地方分権化に配慮したアプローチを採用して

いる。 

このほか、プロジェクトは以下に貢献している。 

・ STIガイドライン・トレーニングパッケージの看護教育への反映 

・ 国家HIV検査キャンペーン実施に必要な検査キット数算出のためのデータ及びキャンペー

ン進捗データの提供（この結果、現場における検査キット切れを回避） 

 

 ３－２－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は、高いと評価される。 

STIガイドラインやSTI・VCTのM&Eツールが順調に整備され、州レベルへの普及が進んでい

ることから、プロジェクトはSTI・VCTサービスの標準化・調和化に向けて重要な一歩を踏み出

したといえる。 

イリンガ州のように、新しいM&Eシステム（月間報告書提出フロー）が機能しはじめている

                                                        
6 Ibid. Annex p20 
7 Prime Minister’s Office（2008）National Multi-sectoral Strategic Framework on HIV/AIDS（2008-2012）, p viii 
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ところもあるが、報告の正確さについては今後の課題とされている。これをフォローするため

にも、巡回指導・支援体制の強化が重要であり、プロジェクトの残り2年間で取り組まれる活動

がプロジェクト目標達成の鍵となる。 

また、地方分権化が進んだタンザニアの保健制度のもとでプロジェクト目標を達成するため

には、RHMTの強化が必要である。MOHSWはPMO-RALGとともに州強化のための取り組みに着

手しているが、その動向を注視する必要がある。 

 

 ３－２－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は、高いと評価される。 

プロジェクトでは、他ドナーとの共同作業のなかで、その資金を活用する等、効率性を高め

る努力がなされてきている。例えば、STIトレーニングパッケージ開発にかかるワークショップ

の一部は、WHO予算でまかなわれている。VCTカウンセラーの研修に対してはCDCやAMREF

が支援し、講師及び医療従事者の研修にはGFATMやベルギーの資金が活用されている。 

また、HIV検査キャンペーンの機会を有効活用し、VCTのM&Eツール普及を実施したことも、

効率性を高めたといえる。 

調達の遅れはあったものの、プロジェクトの甚大な障害とはならなかった。また、他のHIV/

エイズ関連JICAプロジェクトと比較しても、少ない投入で成果を得ることに成功している。 

 

 ３－２－４ インパクト 

タンザニアにおけるSTI・VCTサービスの質向上に向けた歩みは始まったばかりであり、現時

点でインパクトを評価するのは早計である。しかし、プロジェクトの進捗は順調であることか

ら、インパクトが期待できるベースは整ってきている。 

現時点で、マイナスのインパクトはみられない。 

 

 ３－２－５ 自立発展性 

プロジェクトの効果が持続する可能性は高いと評価される。 

タンザニアにおいて、HIV/エイズ問題が当面の間国家の優先課題であり続けることは、

MkukutaやNMSF等の政策・プログラムからも明らかである。また、HIV/エイズ向けのタンザニ

ア政府予算やドナーの支援は増加を続けており、このトレンドが早晩劇的に変わるとは考えに

くい。 

プロジェクトを通じて開発したガイドライン・ツール類についても、NACPは必要に応じて改

訂を加えつつ、積極的に活用していく姿勢を明らかにしている。近い将来、VCTガイドライン

はPITCガイドラインとの統合、すなわちカウンセリング及び検査に関する方向性の一本化が予

定されている。NACPの担当部署であるCSSユニットでは、この流れを十分に認識している。ま

た、ガイドライン・ツール類は多くの関係者を巻き込みながら開発されていることが、それら

の利用者のオーナーシップにつながっていることから、今後も引き続き活用されていく可能性

は非常に高い。 

ただし自立発展性については、いくつか注意すべき点がある。その1つは保健人材不足の問題

であり、現場におけるSTI・VCTサービスの拡大及び質確保を考える際に重要である。これに対

しては、臨床検査技師の資格をもたない医療従事者のHIV検査実施を可能にする制度が整備され
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たほか、保健人材育成戦略（2008～2013年をカバー）が策定される等の対応がなされているが、

これらが確実に実施されることが必要である。また、保健人材の新規雇用についても、注視し

ていく必要がある。 

また、STI・VCTサービスの質が持続していくためには、RHMTによる巡回指導が適切に実施

されることが必要であり、そのための強化が欠かせない。STI・VCTに関する医薬品・消耗品の

安定供給も質の維持には必要である。 

 

３－３ プロジェクトへの貢献要因・阻害要因 

 ３－３－１ 貢献要因 

2008年に施行されたNMSFはHIV予防を優先課題に掲げ、HIV/エイズ対策に必要な資金は国内

外ともに豊富である。また、国家HIV検査キャンペーンにみられるような強力な政治的コミット

メントもある。このように、タンザニアのHIV/エイズを取り巻く環境には、多くの機会が存在

する。 

プロジェクトはこれらの機会を利用し、多様なパートナーとともに成果を達成していった。

このことが、効果の発現につながったと考えられる。 

 

 ３－３－２ 阻害要因 

RHMTの予算規模が限られていることは、プロジェクトの成果を県及び医療施設に波及させて

いく際の障害であると考えられる。また、特に県レベルの通信・輸送インフラは依然として脆

弱であり、STI・VCTサービス月間報告書の期限内提出に支障をきたす要因となっている。 

 

３－４ 結 論 

プロジェクトは、目標達成に向けて着実に歩を進めている。ガイドラインやM&Eツールは計画

どおり開発され、普及している。開発・普及に関し、大統領主導の国家HIV検査キャンペーンの機

会を活用し、VCTのモニタリングツール（保健施設から中央行政に向けた業務報告様式、登録様

式等）を飛躍的に拡大させたこと、HIV検査手順の変更に際して関連のジョブエイド（検査室に貼

るポスター形式の手順表等）を整備したことなど、タンザニアの対HIV政策変更に際しプロジェク

ト活動の成果を最大化させたことは特筆に価する。ガイドラインやM&Eツールの開発のプロセス

については、当初から多くの関係者を巻き込んできたことから、調和のとれたものとなっている。

このような一連の作業が、ガイドラインやM&Eツールに対するオーナーシップの確保に結びつい

ている。 
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第４章 カウンセラー研修に係る技術的観点からの評価 
 

４－１ 現状と課題 

 ４－１－１ 研修とカウンセリング体制 

  （1）研修：VCTの研修の標準化をめざし、研修パッケージをJICA、政府機関、ドナー間で共

同作成した今回のプロジェクト成果について 

1）その意義性：ユーザー（受検者）フレンドリーの資材として 

さまざまなドナーが多く参入しているVCTの領域で、今回、統一した研修パッケージが

作成されたことの意味は非常に大きい。検査を推進するうえで、検査担当者の質を確保す

るために、教材内容や方針が統一されることは、HIV検査の受検者にとって大変重要と考

えられる。検査の担当者が、それぞれの検査場で異なった内容やメッセージを伝えること

は受検者に混乱を招く結果にもなるからである。今後、研修内容が統一されたことで、研

修を受講した検査担当者は、共通言語をもつことになると思われる。今後、研修の機会が

増えると、今回の研修パッケージの活用の可能性も高くなり、今回のプロジェクトの効果

もより一層期待することができる。 

この作成のプロセスでは、政府機関をはじめ、JICAの担当者や他のドナーが検討の場を

共有し、従来の研修には不足していた部分を補完しながら作業が進んだようであるが、こ

のような協働作業は、今後、おのおのの機関が資源や活動範囲に制限がある現状に対し、

プロジェクトの組み方の新しい方向性を示唆していると思われる。 

また、今回の研修パッケージは、作成側の一方的な作業ではなく、仕上げまでのプロセ

スにおいて、現場での「使用側」のフィードバックも踏まえており、双方向性をもたせた

ことも大きな特徴である。現場で教材が活用されるには、その教材が担当者のニーズに沿

ったものであることが求められるが、今回の研修教材はそのポイントを押さえていると思

われる。 

2006年のプロジェクトの計画段階時はまだ検討の段階で具体的にどのようにプロジェ

クトが進むのかみえづらかったが、今回の中間評価では、ガイドライン作成からスタート

し、研修パッケージや検査受検者の登録記録簿という具体的な成果がみえ、プロジェクト

が前進しているのを実感した。特に受験者登録に関しては、国を挙げての検査キャンペー

ンが大きなきっかけとなって、都市部だけでなく地方でも活用されているのが今回の調査

団の視察でも判明した。これは、政府のHIV対策の強化を支援し、そのキャンペーンにも

協力機関として参画していたJICAプロジェクトだからこそ、今回の登録簿が活用されるき

っかけが生まれたと思われる。また、このようなツールを提供することは、相手側政府の

検査の積極的導入の一助となり、政府関係者のエンパワメントにもつながったのではと考

える。 

 

2）今後の課題 

研修パッケージは、完成の段階にある（STI分野は既に配布されているが、VCT分野は

近々配布予定）が、これは研修促進の第一段階である。今後は、この教材を各機関や行政

（州や県）が研修開催時に活用することを促進する作業がある。促進するうえで検討が今

後必要になると考えられる項目を数点挙げたい。 
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① レベルの差が大きい受講生：どこを対象とするか 

都市部や地方でも州レベルの検査担当者は、その多くが看護師であり、専門職としての

知識は有しているようである。既にNGO主催の集中研修を受講している担当者も多く、研

修については「かなり集中度が必要になるが、研修内容は理解でき業務にも役立っている」

と答えていた。しかし、地方のNGO団体に所属する検査担当者の場合、カウンセリングに

関する専門知識をもたずに自分たちの経験のみを頼りとして、検査陽性結果時の対応を行

っている者もいた。今回の研修パッケージは非常に細部まで詰めた4週間の教材となって

おり、資料も豊富に用意されている。このパッケージを消化でき実際に現場にも研修内容

を持ち帰り、受検者対応に還元できる検査担当者をどのレベルで絞るのか、今後検討が必

要になると思われる。あるいは、研修受講時の担当者の条件を明示し、スタートラインに

ある程度の基準を策定するという方法もあるのではないだろうか。 

 

② フィードバックの確保 

今回の研修パッケージの作成時に検査担当者からのフィードバックを得ているが、実際

に研修を開始した後に、より多くの受講者からのフィードバックを得ることは、今回の教

材を評価するうえで非常に重要である。 

フィードバックを得る方法として、例えば、研修パッケージを使用する際の必須条件と

して、「受講者からのアンケート記入とその回収・送付の作業を入れる」あるいは、「今後

州から県、県から各保健施設に対しスーパービジョンを行う際、そのチェックリストに、

研修パッケージを用いた研修の開催の有無や、その研修についての関係者の評価を得る欄

を追加し、実際の研修の実態とフィードバックを得る」などの方法が考えられる。 

 

③ 講師（トレーナー）の確保 

現在、国家トレーナーに選定されている人が、研修パッケージを用いての研修を講師と

して担える可能性がある。しかし、地方の県レベルで国家トレーナーと呼ばれる人材も非

常に限られているため、実際にこの研修をだれが、どういう形で行えるかというソフトの

部分が未整備のままである。NGO団体が研修を幅広く県レベルでも行っているようだが、

今後、地元に密着したトレーナーが各地方に育っていき、そのトレーナーの元で検査担当

者の底辺が広がっていくことが望ましいのではないだろうか。講師育成を政府がどう考え、

それをJICAとしてどこまで支援するかについても、研修パッケージの普及に関連する課題

と思われる。 

 

④ 研修のフォローアップ 

このフォローアップには2種類考えられる。 

1つは、講師のフォローアップである。今回作成した研修資材を元に実際に研修を行っ

た後のフィードバックを求める場と、講師としてのスキルアップの場としてのフォローア

ップが重要と思われる。各講師なりに工夫した点などを出してもらうのも講師のエンパワ

メントにつながるだろう。 

他方、研修の受講者は一定期間現場で検査相談を担当した後に、自分たちの経験を共有

し、担当者が工夫している点や支援が順調に進んでいる例を発表しあうといった「より参
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加型」のフォローアップを組み、受講者のエンパワメントを狙うのも一案だろう。 

 

  （2）カウンセリング体制について 

1）人材不足にいて 

昨年の国を挙げてのHIV検査キャンペーンの結果、検査の受検者が増加し、キャンペー

ン後も受検者数が減少することがないと報告されている。検査の現場では、その対応に追

われており、検査時のカウンセラー不足が大きな課題となっている。視察では、首都の私

立病院のVCTカウンセラー（看護師でもある）以外は、県レベルのVCTセンターや、特に

地方の州病院や地域のヘルスセンターなどでは、人員不足により、1人のカウンセラーの

仕事量が非常に増えている。機関によっては、1人のカウンセラーが検査受検数などのモ

ニタリングも兼務し、複数の役割を同時に負わされている現状もあった。県の行政関係者

は、人員不足と仕事量の増加に伴い、カウンセラーの動機づけが低下しているとの指摘も

あった。 

 

2）カウンセリングの部屋の確保が急務 

受検者増加に伴い、カウンセリング対応の環境整備が追いついていないのが現状である。

今後、相談室の設置（プレハブの簡易型も一例になるのでは）や、検査前後のカウンセリ

ングのポイントを絞り時間を縮小した対応も求められるだろう。 

 

3）今後に向けて：各機関で必要なカウンセラーの数の割り出しとシステムづくり；カウン

セラーのメンタルヘルス 

カウンセラー不足はどの機関も指摘するが、実際に何人が必要であるか、何人体制であ

れば各カウンセラーの負担をある程度軽減できるのかについては、確実な数の割り出しは

行われていない。 

人材に乏しいため、専門的な技術を要するカウンセラーの十分な確保が難しいだろうが、

まずはカウンセラーの不足の現状を把握しなければ、その後の対応も始まらない。そして、

人材が乏しい現状では、現在の人材資源をどう活用していくかがカウンセリング体制の1

つの鍵になるのではと考えられる。 

専門知識や技術を備えたカウンセラーを育成するのには時間も要するので、例えば、検

査前の問診やガイダンスについては、統一した質問と対応を繰り返しどの受検者にもでき

るカウンセラーの助手のような担当者として未経験者を訓練・育成し、実際の検査や陽性

告知後などの困難なケースの対応を、今回策定した研修の受講者が担当する、という役割

分担のシステムづくりも現状では1つの方法になりえるのではないかと考える。 

専門的な知識や技術に乏しい者が心理的な支援に携わると、自分の気持ちの切り替えが

難しく、バーンアウトにもなりやすい。また、心理援助の専門家でも、家族や身近な人を

エイズで亡くしている者も多いと想像できる。自分たちの経験をもちながら、エイズの心

理的支援を行うのは時に非常につらい作業になる場合がある。継続性をもつ人材育成を目

標とするならば、担当者のメンタルヘルスをどう維持するかも視野に入れる必要があるだ

ろう。 
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 ４－１－２ 州強化について 

  （1）州強化について 

地方自治を促進するためには、政府と県のコーディネーションの潤滑的な役割として州

に期待するところが大きい。本プロジェクトもその促進に何らかの貢献が求められている

ところである。 

しかし、州の担当者へのインタビューを通して、担当者の無力感が見受けられた。「今後、

自分たちが州の行政として何らかのアクションを起こし、できればイニシアティブをとら

なければ」と思いつつ、どう具体的に動いてよいか見当がつかないという不安を抱いてい

る印象を受けた。州が県に対し、スーパービジョンの役割を果たすことが期待されている

が、県レベルのほうが機能性が高い地域では州のスーパービジョンが本当に可能なのかと

いう疑問が残った。 

 

  （2）今後について 

単に「スーパービジョン」という役割を州に課しても、州の強化が促進されるかどうか

は疑問が残る。「サポーティブ」というあり方が示唆されているが、関係性が育っていない

ところでの「サポーティブ・スーパービジョン」はあまり望めないのが現状である。 

固定した役割を果たすよりも、何らかの共同作業を県の担当者と行いながら、そのプロ

セスを通し、結果として州機能の強化につながるという方法もあるのではないだろうか。

今回の研修パッケージの作業プロセスが、関係者間の協力の機会を与えたように、州と県

の関係を密にするような具体的な作業に一緒に取り組み、それを最終的に州が責任をもっ

てまとめていくことを継続することが、結果として、州にある程度のイニシアティブをも

たせることになるのではと考える。M&Eでの州の役割もそのなかの重要な作業になるだろ

うが、単に「収集」という役割よりももう一歩積極的な役割がとれるような作業を、年間・

定期的・継続的な枠組みのなかで提供していくことも一案と考える。あるいは、カウンセ

リングの事業について、県レベル、州レベルで必要なカウンセラーの人数の割り出しとそ

のトレーニング計画について話し合い、その協議の結果をNACPに提出させるということも

可能だろう。この際、スーパービジョンのチェックリスト項目に、①研修の実施状況 ②

カウンセラーの配置把握と課題 ③今後の人材育成に向けての研修企画（州・県でできれ

ば年間計画を一緒に練る）などを入れ込み、この件について、州が県との協議の結果を記

載するということを試みてもよいかもしれない。 

 

４－２ 考 察 

 ４－２－１ 研修のバリエーションのコアとして 

検査体制は今後、匿名・ボランティアを前提とした体制だけでなく、医療従事者が率先して

検査を促すアプローチや、検査前のカウンセリングを簡略化する動きなどが活発になるにつれ、

より多様になると思われる。しかし、検査対応のポイントはどの体制であっても変わらない部

分（コア）にある。そのコア部分が今回の研修パッケージのなかでどの部分に当たるかを明示

することで、どの検査体制の研修であっても「その部分は外さないように」という指示を研修

企画者へ送ることができる。 
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 ４－２－２ 今後の発展の可能性 

プロジェクト開始時に、カウンセリングという支援を政府としてはHIV領域にとどまることな

く、他疾患をもつ患者（例えば、癌患者）も対象に広げていきたいという希望が語られていた。

今回の研修を応用していくことで、他疾患対応の対応者の育成も現実的に可能になり、今後の

人材育成のうえで非常に重要なツールと位置づけることが可能である。 

 

 ４－２－３ 検査促進と同時に予防・ケアの分野も視野に入れて 

検査が促進されるにつれ、同時に、予防とケアの必要性・重要性も増してくる。今回のプロ

ジェクトが発展するにつれ、今後この2分野にどのような波及をもたらすかを考えておくことも

相手側政府のHIV対策を支援するうえで1つのポイントであろう。 

実際、HIV検査受検が促進されて、（陽性率は下降傾向にあるが）陽性者の報告数は増加して

いる。陽性判明後の受検者の治療アクセスのニーズの増加は今後より強くなるだろう。治療ア

クセスのタイミングが遅れることのないケア体制の強化は、検査体制の強化と連動して重要に

なるだろう。 

また、検査現場は重要な予防の機会でもある。「検査のやりっ放し」は「陰性、良かった→リ

スク行為の継続→その後にHIV感染」という流れをつくる可能性もある。検査機会の増加を予防

介入の機会の拡大ととらえ、積極的に今後のHIV感染に歯止めをかける役割としたい。 
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第５章 総括・提言 
 

５－１ 調査結果総括 

本プロジェクトは、プロジェクト目標の達成に向け確実な成果を上げつつある。特に、大統領

の強力な主導により2007年来展開されている国家HIV検査キャンペーン（動員目標400万人、中間

評価時点で90％を達成）の機会を活用し、VCTのモニタリングツール（保健施設から中央行政に

向けた業務報告様式、登録様式等）を飛躍的に拡大させたこと、HIV検査手順の変更に際して関連

のジョブエイド（検査室に貼るポスター形式の手順表等）を整備したことなど、タンザニアの対

HIV政策変更に際しプロジェクト活動の成果を最大化させたことは特筆に価する。 

 

 （1）保健人材不足を背景としたstandardization（標準化）とharmonization（調和化） 

現在タンザニアにおいては、特に地方部において、保健施設レベルでの人材不足が顕著な

状態となっており、少人数で膨大な業務に対応せざるを得ない状況が恒常化している8。その

状況下でVCT、STI対策の量と質の向上をめざしつつも、対策の最前線である保健施設の負担

増大を避けるべきである点の配慮が求められているが、標準化と調和化を旨とする本プロジ

ェクトの成果品（関連の研修教材、報告ツール類等）は、新たな手法の導入などによって保

健施設の現場に更なる負荷をかけるものではなかった。WHO、AMREF等他の主要ドナーや研

修実施機関と研修カリキュラム等作成の計画段階から密接に連携し、調和のとれた成果品を

開発したことにより、保健省のみならず他の研修実施機関にも活用可能なものとなった。 

今後は、カウンセリング及びHIV検査（Counseling and Testing：CT）における新たな潮流で

あるPITCの導入と将来的なVCTとの統合への対応、及び無料治療の拡大によりCTの需要が引

き続き増大していくことが想定されるため、効果的な対策事業の実施と保健施設現場での負

担軽減のバランスに向けた一層の調和化の過程が必要となる。同様に、今後、HIV、STIとい

う個別の疾病対策の域を超え、長期的視野から保健システム全体での業務効率と報告精度の

向上をめざして、既存の保健マネジメント情報システム（Health Management Information 

System：HMIS；スワヒリ語で「Mtuha」の愛称で知られる）とプロジェクト成果のモニタリ

ングツール類を将来的に統合していく可能性について、改めて検討を行う必要が生じること

となろう。 

 

 （2）プロジェクトの方向性の確認―組織強化がめざすところ 

他方、NACPは保健省内の組織であり、VCT、STI対策活動を直接実施する保健施設に直接

連なるCHMT、RHMTの最上位に位置している。日本人専門家が直接働きかけるのはNACPで

あり、NACPが、下部組織であるRHMTとCHMTとの関係を強化すること、また地方分権化の

方向性に沿い「NACPによるRHMT強化」を後方支援することが本プロジェクトの方向性であ

ることが再確認され、PDMの指標を再検討した。 

 

 （3）RHMT強化 

今回、その重要性が再確認されたRHMT強化については「モロゴロ州保健行政強化プロジェ

                                                        
8 石島久裕専門家（保健協力計画）報告によると、公的医療機関の保健人材充足率は35％、私的医療機関では15％。 
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クト（2001年4月～2007年3月）」、新規開始予定の「州保健行政システム強化プロジェクト（3

年間を予定）」においても強化が進められるところだが、地方分権化から10年が経過した現在

もRHMTへの十分な人材と予算の充当はみられず行政能力はおしなべて脆弱なままである。

RHMTからNACPへのVCT結果月例報告の提出の点において、全国21州中、報告が提出されて

いるのは3州のみ、また今回の現地調査でも、情報の管理がなされているRHMT（イリンガ州）

と、RHMTが様式を配布すべきCHMTがその様式をみたこともなかったRHMT（モロゴロ州）

があり、多くのRHMTが後者の状態であることが想像され、本プロジェクトの主体である

NACPが拠るべき対象であるRHMTの強化が重要、かつ容易ではないアプローチであることが

改めて共有された。 

 

 （4）PDMの改訂 

上記を受けて、M/Mで確認を行った。改訂のポイントは後述する。未確定の指標について

はプロジェクトで早急に確定を行う。 

また、POでこれまでの活動実績を確認し、専門家派遣計画と照応しつつ今後のPOを修正し、

同様にM/Mで確認した。 

 

５－２ 団長所感 

巨大ドナーがひしめくタンザニアHIV対策分野のなかにあって、派遣専門家とタンザニア側C/P

の不断の努力により本プロジェクトは確実な成果を上げつつある。 

本プロジェクトは、JICAにとって経験のいまだ少ない、HIV分野で標準化と調和化に直接かかわ

るプロジェクトであり、タンザニアのみならずJICA全体のHIV分野の今後の方向性にかかわる重要

な意義をもっている。各レベルの保健行政のモニタリング能力及び巡回指導能力の強化はJICAの

感染症対策での重要な柱であり、その点においても本プロジェクトの成果は貴重であり、さらに、

HIV分野においてはドナーの多くがVCTと治療拡大に集中する傾向があるなか、本プロジェクトは

あえて性感染症対策の観点も取り込んでいる点もユニークであり、今次調査においてもその取り

組みを高く評価する声があった。 

今後は、CTにおける新たな潮流であるPITCの導入と将来的なVCTとの統合への対応、及び無料

治療の拡大によりCTの需要が引き続き増大していくことが想定されるため、効果的な対策事業の

実施と保健施設現場での負担軽減のバランスに向けた一層の調和化の過程が必要となる。 

以上の点を含め、本プロジェクトはJICAにとっても学ぶことの多いプロジェクトであり、今後

の対アフリカのHIV協力を考えていくうえでの教訓、日本の有する比較優位（無償資金協力、青年

海外協力隊事業との連携などによる効果発現）などについての示唆を今後も期待するものである。 

 

５－３ 提 言 

今後は、前半2年間で大きく進展したPDMでの成果1及び2（各種ガイドライン、ツール類の整備

普及、モニタリング機能の強化）の成果を活用し、「NACPによるRHMT強化」を特にめざし、成

果3であるRHMTの巡回指導能力強化に注力していくことが求められる。また、研修の質の向上に

向けた研修終了後フォローアップ、及び研修パッケージを既存の卒前教育に組み込んでいくこと

への検討を保健省に依頼した。 
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・ 地方分権化が進んだタンザニア保健制度の文脈において、NACPが本土全体のHIV/エイズ関連

サービスの質に対して責任を果たすためには、巡回指導・支援を定期的に実施していくこと

が不可欠である。プロジェクトは、前半の2年間でガイドライン、研修教材、M&Eツール等の

整備・普及を行い、STI及びVCTサービスの質の標準化に向けた一歩を踏み出した。この歩み

を確実なものとするためにも、後半の2年間では巡回指導・支援体制の強化に全力を尽くすべ

きである。 

・ ORを実施する際には外部の機関に委託することが想定されるが、その場合でもNACPが適切

に計画・実施・監理を行い、その後の政策・戦略に活用すべきである。 

・ 開発されたトレーニングパッケージのインパクトを持続させるため、またさらに研修の質を

向上させていくためには、トレーニング受講者のフォローアップや現任研修が重要である。

また、県が研修や巡回指導を予算に適切に反映させていくためには、プロジェクトはそれら

のタイミングを調整する必要がある。 

・ 現在、HIV/エイズに関するM&Eツールだけでも7種類が存在し、そのすべてに対応しなければ

ならない末端の医療施設スタッフの負担は過大なものとなっている。これを軽減するために

も、プロジェクトは開発したM&EツールをHMISと整合させていくことが必要である。 

 

５－４ 教 訓 

・ プロジェクトでは、大統領主導の国家HIV検査キャンペーンの機会を利用して、VCTのM&E

ツール普及を当初計画より早く進めることができた。このように、政策の変化や政治的動向

を好機ととらえ、プロジェクト活動を柔軟に対応させていくことが必要である。 

・ 多くのドナーがひしめくアフリカのHIV/エイズ分野においては、ドナーとの密なコミュニケ

ーション、調和に向けた努力が不可欠である。タンザニアでは、20を超えるドナーが同分野

において支援を行っている。プロジェクトでは、ガイドライン・ツール開発に際してSTI・VCT

関係機関を可能な限り広く巻き込み、幅広い意見の調整を行っていった。このようなプロセ

スが、ドナーがひしめく環境でのサービスの標準化には有効である。 

・ 強力なリーダーシップ、政治的コミットメント、人・物・金の利用可能性は、活動実施促進

の鍵である。HIV検査キャンペーンの実施に関しても、大統領のリーダーシップにより促進さ

れた。また、地方においても州知事のコミットメントが強い州では、検査のパフォーマンス

が非常に高いことも確認されている。 

 

５－５ PDM改訂のポイント 

調査結果及び一連の協議に基づき、PDMを改訂した。下表に改訂のポイントをまとめた。 

 

表－９ PDM新旧対比と改訂のポイント 

旧（PDM0） 新（PDM1） 改訂ポイント 

TARGET GROUP：NACP, RHMT, 

CHMT staff related to STIs and VCT 

services 

TARGET GROUP：NACP, RHMT, 

National trainers and supervisors 

Beneficiary：CHMT, HFs, Clients 

・ タンザニアの地方分権化システ

ムにおけるプロジェクトの直接

の介入の部分をTarget Group、間

接的な介入をBeneficiaryと考え

方を整理した。 
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Overall Goal：NARRATIVE 

SUMMARY 

Quality of STIs and VCT services at 

district level is improved. 

（Availability, accessibility and 

utilization） 

Overall Goal：NARRATIVE 

SUMMARY 

Quality of STIs/RTIs and VCT services 

is improved. 

（Availability, accessibility and 

utilization） 

・ 県レベルに限らないため、 at 

district levelを削除。 

Overall Goal：OBJECTIVELY 

VERIFIABLE INDICATORS 

Proportions of STIs and VCT sites 

which meet national standards are 

increased by 2013. 

Overall Goal：OBJECTIVELY 

VERIFIABLE INDICATORS 

1. Proportions of STIs and VCT sites 

which meet national standards are 

increased by 2013. 

2. The proportion of clients properly 

diagnosed and treated for STIs and 

counseled and tested for VCT. 

・ サービスの受け手側から測る指

標として2.を追加。 

Project Purpose：NARRATIVE 

SUMMARY 

Institutional capacity of NACP in 

management of STIs and VCT services 

is strengthened especially focusing 

close linkage with RHMTs/CHMTs. 

Project Purpose：NARRATIVE 

SUMMARY 

Institutional capacity of NACP in 

management of STIs/RTIs and VCT 

services is strengthened with special 

focus on linkage between RHMTs and 

CHMTs. 

・ 文言修正。 

Project Purpose：OBJECTIVELY 

VERIFIABLE INDICATORS 

□ Types and numbers of best 

practices to improve quality of 

STIs and VCT service in the 

operational research region（s）

documented and disseminated 

through various methods to all the 

RHMTs/CHMTs and organizations 

concerned by 2009. 

□ Types and numbers of good 

management practices in NACP 

documented by 2010（budget 

planning, information 

management, network of NACP 

with RHMTs/CHMTs and 

organizations concerned, report 

publication etc.） 

（Details of indicators to be achieved 

will be verified based on the country 

situation review result） 

Project Purpose：OBJECTIVELY 

VERIFIABLE INDICATORS 

（1）100％ CHMTs（DACC, 

DRCHCo）oriented on national 

guidelines, training packages, M&E 

tools and supervision tools of 

STIs/RTIs and VCT services 

through decentralization system. 

（2）100％ STIs/RTIs and VCT sites 

having necessary documents such as 

guidelines, registers, monthly 

summary forms and job aids. 

（3）Submission rate of monthly 

summary reports of STIs/RTIs and 

VCT services submitted by CHMTs 

to RHMTs and by HFs to CHMTs 

respectively. 

（4）50％ supportive supervision 

carried by RHMTs with proper 

checklists. 

・ タンザニア地方分権化システム

におけるプロジェクトの介入部

分の考え方の整理（図－１）に

基づいた。 

・ （1）及び（2）において100％の

指標を掲げているのは、M&Eツ

ールや研修パッケージはターゲ

ット数を印刷していることによ

り、それらはすべて配布されて

いることは当然のこととプロジ

ェクトが考えているため。 
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OUTPUT 1：NARRATIVE SUMMARY 

Standards and user-friendly guidelines 

and tools of STIs and VCT services are 

disseminated to the 

RHMTs/CHMTs/HFs. 

OUTPUT 1：NARRATIVE SUMMARY

Standardized and user-friendly national 

guidelines, training packages and job 

aids for STIs/RTIs and VCT services are 

developed and disseminated to 

RHMTs/national trainers. 

・ 成果品をより具体的に特定した。

・ タンザニア地方分権化システムに

おけるプロジェクトの介入部分

の考え方の整理（図－１）に基

づいた。 

OUTPUT 1：OBJECTIVELY 

VERIFIABLE INDICATORS 

□ Good practices and tools in 

management of STIs and VCT 

services in the country are 

identified by 2007. 

□ Number of guidelines and tools 

developed by 2010. 

□ Number of guidelines, tools and 

training manuals and curriculum 

disseminated by 2010. 

□ Evaluation results of 

user-friendliness of available 

health services obtained by 2010. 

□ All STIs and VCT sites have 

adequate guidelines and tools in 

2010. 

□ Number of organizations which use 

national training manuals and 

curriculum on STIs and VCT 

services. 

□ Human resource database related to 

STIs and VCT services are 

established and regularly updated 

after 2007 

OUTPUT 1：OBJECTIVELY 

VERIFIABLE INDICATORS 

<STI> 

1-1. Standardized and harmonized 

guidelines and training packages 

developed. 

1-2. xx％（to be decided）trainees rating 

new manuals for service providers 

and guidelines as 

“user-friendly”. 

1-3. 100％ RHMTs received national 

guidelines, training packages and 

job aids. 

1-4. 100％ RHMTs（RACC, RRCHCo）

oriented on developed national 

guidelines and training packages. 

1-5. 100％ national trainers oriented on 

developed national guidelines and 

training packages. 

<VCT> 

1-1. Standardized and harmonized 

training packages developed. 

1-2. xx％（to be decided）trainees rating 

new participants manuals and 

handouts as “user-friendly”. 

1-3 100％ RHMTs received national 

guidelines, training packages and 

job aids. 

1-4. 100％ RHMTs（RACC, RRCHCo）

oriented on developed national 

guidelines and training packages. 

1-5. 100％ national trainers oriented on 

developed national guidelines and 

training packages. 

・ STI分野とVCT分野で指標を別々

に設定した。 

・ タンザニア地方分権化システム

におけるプロジェクトの介入部

分の考え方の整理（図－１）に

基づいた。 

・ 100％の指標を掲げているのは、

ガイドラインや研修パッケージ

はターゲット数を印刷している

ことにより、それらはすべて配

布されていることは当然のこと

とプロジェクトが考えているた

め。 

・ 1-2については、研修教材フィー

ルドテストの結果に基づき、後

日設定予定。 
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OUTPUT 2：NARRATIVE SUMMARY 

Performance of Monitoring and 

Evaluation related to STIs andVCT 

services is improved at NACP and in 

operational research region（s）. 

OUTPUT 2：NARRATIVE SUMMARY

Performance of Monitoring and 

Evaluation system for STIs/RTIs and 

VCT services is improved. 

・ ORは成果をサンプリング調査に

より検証するためのものであ

り、PDMに成果として明記する

のは矛盾しているため削除。 

・ タンザニア地方分権化システム

におけるプロジェクトの介入部

分の考え方の整理（図－１）に

基づいた。 

OUTPUT 2：OBJECTIVELY 

VERIFIABLE INDICATORS 

□ M&E indicators are identified, and 

all the indicators are compiled, 

analyzed and utilized by 2008. 

□ By 2010, xx％（to be decided）of 

districts in operational research 

region（s）submit their quarterly 

monitoring reports to NACP. 

□ Annual report published within 

three months after the end of the 

year. 

OUTPUT 2：OBJECTIVELY 

VERIFIABLE INDICATORS 

<STI> 

2-1. List of facilities / trainers / trainees 

regularly updated. 

2-2. M&E system and tools 

standardized and harmonized. 

2-3. 100％ RHMTs received M&E 

tools as planned. 

2-4. 100％ RHMTs（RACC, RRCHCo）

oriented on M&E system and tools.

2-5. 100％ national trainers oriented on 

M&E system and tools. 

2-6. Timeliness and completeness of 

monthly reports submitted by 

RHMTs to NACP. 

2-7. 100％ RHMTs oriented on STIs 

macro database system. 

<VCT> 

2-1. List of facilities / trainers / trainees 

regularly updated. 

2-2. M&E system and tools 

standardized and harmonized. 

2-3. 100％ RHMTs received M&E 

tools as planned. 

2-4. 100％ RHMTs（RACC, RRCHCo）

oriented on M&E system and tools.

2-5. 100％ of national trainers oriented 

on M&E system and tools. 

2-6. Timeliness and completeness of 

monthly reports submitted by 

RHMTs to NACP. 

2-7. 100％ RHMTs oriented on VCT 

macro database system. 

・ STI分野とVCT分野で指標を別々

に設定した。 

・ タンザニア地方分権化システム

におけるプロジェクトの介入部

分の考え方の整理（図－１）に

基づいた。 

・ 100％の指標を掲げているのは、

M&Eツールはターゲット数を印

刷していることにより、それら

はすべて配布されていることは

当然のこととプロジェクトが考

えているため。 
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OUTPUT 3：NARRATIVE SUMMARY 

Effective and sustainable supportive 

supervision at different levels in STIs 

and VCT services is implemented in 

operational research region（s）. 

OUTPUT 3：NARRATIVE SUMMARY

Effective and sustainable supportive 

supervision for STIs/RTIs and VCT 

services is implemented. 

・ ORは成果をサンプリング調査に

より検証するためのものであ

り、PDMに成果として明記する

のは矛盾しているため削除。 

・ タンザニア地方分権化システム

におけるプロジェクトの介入部

分の考え方の整理（図－１）に

基づいた。 

OUTPUT 3：OBJECTIVELY 

VERIFIABLE INDICATORS 

□ Protocol for monitoring utilization 

of guidelines and tools are 

formulated. 

□ The operational research region（s）

are supervised according to 

supportive supervision schedule by 

2010. 

□ All the districts in the operational 

research region（s）are supervised 

according to supervision schedule 

by 2010. 

□ Supervision tools（sets of manuals, 

training modules, tools and 

requirement for supportive 

supervision）for STIs and VCT 

services are finalized by 2007 and 

disseminated to all the 

RHMTs/CHMTs and related 

organizations by 2008. 

□ By 2009, the following will be 

achieved in the operational 

research region（s）as evidence of 

quality of services improvement. 

- Every STIs site meets national 

standards 

- Every VCT site meets national 

standards 

□ In 2010, number of supervision 

reports submitted from RHMT to 

NACP increased by 50％ 

OUTPUT 3：OBJECTIVELY 

VERIFIABLE INDICATORS 

<STI> 

3-1. Supervision system and tools 

revised. 

3-2. N/A 

3-3. 100％ RHMTs（RACC, RRCHCo）

oriented on supervision system and 

tools. 

3-4. Timeliness and completeness of 

regional supervision reports. 

<VCT> 

3-1. Supervision system and tools 

revised. 

3-2. 100％ national supervisors 

oriented on supervision system and 

tools. 

3-3. 100％ RHMTs（RACC, RRCHCo）

oriented on supervision system and 

tools. 

3-4. Timeliness and completeness of 

national supervision reports 

 

・ STI分野とVCT分野で指標を別々

に設定した。 

・ タンザニア地方分権化システム

におけるプロジェクトの介入部

分の考え方の整理（図－１）に

基づいた。 

・ 100％の指標を掲げているのは、

スーパービジョンツールはター

ゲット数を印刷していることに

より、それらはすべて配布され

ていることは当然のこととプロ

ジェクトが考えているため。 
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OUTPUT 4：NARRATIVE SUMMARY 

Logistics information management 

capacity of STIs and VCT commodities 

and drugs strengthened at NACP and in 

operational research region（s）. 

OUTPUT 4：NARRATIVE SUMMARY

Logistics Information Management 

System for STIs/RTIs and VCT services 

is strengthened. 

 

・ ORは成果をサンプリング調査に

より検証するためのものであ

り、PDMに成果として明記する

のは矛盾しているため削除。 

OUTPUT 4：OBJECTIVELY 

VERIFIABLE INDICATORS 

□ Annual requirements of STIs and 

VCT commodities and drugs are 

correctly quantified and secured 

during the Project. 

□ Numbers of health facilities that 

submit logistics information for 

quantification of annual 

requirement in operational research 

region（s）are increased by 50％. 

□ Proportion of STIs and VCT sites 

which report out of stock of drugs 

and commodities for STIs services 

is decreased by 50％ in 2009 in 

operational research region（s）. 

OUTPUT 4：OBJECTIVELY 

VERIFIABLE INDICATORS 

<STI> 

4-1. Information derived from M&E 

system is utilized for quantification 

of commodities at central level. 

<VCT> 

4-1. Information derived from M&E 

system is utilized for quantification 

of commodities at central level. 

・ ロジスティックスシステムの中

でのNACPの役割と責任範囲の

明確化に基づき、現状に即した

指標取りとした。 

IMPORTANT ASSUMPTIONS for 

Project Purpose 

Activities for STIs and VCT program 

are properly included in the annual 

budget of districts/regions. 

Other partners continue support STIs 

and VCT services. 

IMPORTANT ASSUMPTIONS for 

Outputs 

Structure of the health services does not 

change drastically during the lifetime of 

the Project. 

Staff turnover rate in STIs and VCT 

services delivery point is not worsened. 

Current salary for STIs and VCT staff is 

maintained. 

RHMTs will be further strengthened by 

MOH and PORALG in terms of finance, 

human resource and decision making 

authority 

IMPORTANT ASSUMPTIONS for 

Project Purpose 

Activities for STIs and VCT program 

are properly included in the annual 

budget of districts/regions. 

Other partners continue support STIs 

and VCT services. 

Staff in ST/RTIs services delivery point 

is retained. 

IMPORTANT ASSUMPTIONS for 

Outputs 

Structure of the health services does not 

change drastically during the lifetime of 

the Project. 

RHMTs will be further strengthened by 

MOH and PORALG in terms of finance, 

human resource and decision making 

authority 

CHMTs mobilize funds for the 

orientation of new guidelines. 

・ 成果にあった外部条件 “Staff 

turnover rate in STIs and VCT 

services delivery point is not 

worsened.” と “Current salary for 

STIs and VCT staff is maintained.”

を ま と め て “Staff in ST/RTIs 

services delivery point is retained.”

とし、プロジェクト目標の外部

条件へ移動させた。 

・ “CHMTs mobilize funds for the 

orientation of new guidelines.”を

成果の外部条件として追加し

た。 
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